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優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所）

第１部 本ガイドラインについて 

第１章 本ガイドラインの目的 

１ 本ガイドラインの目的 

平成 20 年 6 月 25 日に、東京都議会において全会一致で都民の健康と安全を確保する

環境に関する条例（平成 12 年東京都条例 215 号。通称「環境確保条例」。以下「条例」

という。）の改正が可決され、大規模事業所への温室効果ガス排出総量削減義務と排出量

取引制度（通称「総量削減義務と排出量取引制度」。以下「本制度」という。）の導入が

決定した。 

本制度では、特定地球温暖化対策事業所が、地球温暖化の対策の推進の程度が特に優

れた事業所（優良特定地球温暖化対策事業所）として知事が定めた基準に適合したとき

は、当該対象事業所の削減義務率を地球温暖化の対策の推進の程度に応じて軽減するも

のとしている。 

したがって、優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準は、地球温暖化対策の取組が

特に優れていることを公正かつ客観的に判定できるものであることが重要である。 

本ガイドラインは、優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準における各評価項目の

取組状況の把握方法に関する指針であり、また、優良特定地球温暖化対策事業所の認定

に係る手続き、地球温暖化対策推進状況評価書の作成方法について、事業者側の視点か

ら、認定申請の手順、登録検証機関の検証ポイントを記載し、もって本制度の実効性及

び信頼性を高めることを目的とする。 

２ 本ガイドラインの位置づけと構成 

（１） 本ガイドラインの位置づけ

事業所の種類には、規則第 4 条の 16 の表に掲げるとおり、第一区分事業所と第二区

分事業所がある。 

第一区分事業所に属する事業所の主な用途等は、事務所、百貨店、ホテル、学校、

病院及び熱供給事業所等であり、第二区分事業所に属する事業所の主な用途等は、工

場、浄水場、下水処理場等である。 

優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準には、第一区分事業所に対するものと第

二区分事業所に対するものの 2 種類があり、本ガイドラインは、優良特定地球温暖化

対策事業所の認定基準（第一区分事業所）（以下「認定基準」という。）別表第２の取

組状況の程度の欄に掲げる選択肢の選択及び評価点の算定に用いる数量の把握につい

て、詳細な方法と検証の考え方を記載したものである。 
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（２） 本ガイドラインの構成 

本ガイドラインは、第１部から第４部で構成する。 

第１部は、本ガイドラインの目的について示す。 

第２部は、優良特定地球温暖化対策事業所の認定の申請に係る手続き、認定後の報

告、用途、規模等に変更があったときの対応等について示す。 

第３部は、地球温暖化対策推進状況評価書の作り方、地球温暖化対策推進状況評価

ツールの使い方、認定基準の各評価項目に関する概要及び特徴、評価のポイント等に

ついて示す。 

第４部は、優良特定地球温暖化対策事業所の公表について示す。 

第１部、第２部及び第４部については、第一区分事業所と第二区分事業所に対して

基本的には共通であるが、第３部については、事業所の区分によって内容が異なるの

で注意が必要である。 

 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（削減義務率） 

条例第五条の十二 削減義務率は、各削減計画期間ごとに、専門的知識を有する者の意

見を聴いて、事業所の特性を勘案して規則で定める区分ごとに規則で定めるものとす

る。これを変更しようとするときも、同様とする。 

 

 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（削減義務率） 

規則第四条の十六 条例第五条の十二に規定する規則で定める区分ごとに定める平成二

十二年度から始まる削減計画期間における削減義務率は、次の表の上欄に掲げる事業所

の種類に応じ、当該下欄に掲げる割合とする。 

事業所の種類 割合 

一 第一区分事業所（主たる用途が次

に掲げる用途又はこれらに類する用

途で構成される事業所及び熱供給事

業所をいう。以下同じ。） 

ア 事務所（試験、研究、設計又は

開発のためのものを含む。）又は営

業所 

(一) 次に掲げる事業所 

ア 熱供給事業所 

イ 熱供給事業所以外で、知事が

別に定める基準となる期間に

おける他人から供給された熱

に係る原油換算エネルギー使

用量の、当該期間における全て

の燃料等に係る原油換算エネ

百分の八 

イ 官公庁の庁舎 
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ウ 百貨店、飲食店その他の店舗 ルギー使用量に占める割合が

平均で二割未満であるもの（以

下「自己熱源事業所」という。） 

エ 旅館、ホテルその他の宿泊施設 (二) (一)以外のもの 百分の六 

オ 学校その他の教育施設   

カ 病院その他の医療施設   

キ 社会福祉施設   

ク 情報通信施設   

ケ 美術館、博物館又は図書館   

コ 展示場   

サ 集会場又は会議場   

シ 結婚式場又は宴会場   

ス 映画館、劇場又は観覧場   

セ 遊技場   

ソ 体育館、競技場、水泳プールそ

の他の運動施設 

  

タ 公衆浴場又は温泉保養施設   

チ 遊園地、動物園、植物園又は水

族館 

  

ツ 競馬場、競輪場、小型自動車競

走場又はモーターボート競走場 

  

テ 倉庫（冷凍倉庫又は冷蔵倉庫を

含む。） 

  

ト トラックターミナル   

ナ 刑務所又は拘置所   

ニ 斎場 

ヌ 駐車場 

  

二 第二区分事業所（一以外の事業所をいう。以下同じ。） 百分の六 

 

２ 条例第五条の十二に規定する規則で定める区分ごとに定める平成二十七年度から始

まる削減計画期間における削減義務率（以下「第二期削減義務率」という。）は、次の

表の上欄に掲げる事業所の種類に応じ、平成二十六年度までに特定地球温暖化対策事業

所に該当した事業所（以下「第一期該当事業所」という。）にあっては当該中欄に掲げ

る割合、平成二十七年度以後に特定地球温暖化対策事業所に該当した事業所にあっては

当該下欄に掲げる割合とする。 
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事務所の種類 割合一 割合二 

一 第一区分事業所 (一) 次に掲げる事業所 

 ア 熱供給事業所 

  イ 自己熱源事業所 

百分の十

七 

百分の八 

 (二) (一)以外のもの 百分の十

五 

百分の六 

二 第二区分事業所 

 

百分の十

五 

 

百分の六 

 

３ 前項の規定にかかわらず、第一期該当事業所のうち、次の表の上欄に掲げる事業所の

種類に該当するものの第二期削減義務率は、同欄に掲げる事業所の種類に応じ、前項の

表上欄に掲げる事業所の種類に応じた当該中欄に掲げる割合から、次の表の下欄に掲げ

る割合を減じて得た割合とする。 

 

事業所の種類 割合 

一 特定地球温暖化対策事業所のうち、その主たる需要設備（電気事業法施

行令（昭和四十年政令第二百六号）第九条の表に規定する需要設備をいう。

以下同じ。）が次に掲げる規定に規定する需要設備で構成されるもの 

ア 使用最大電力の制限に係る経済産業大臣が指定する地域、期間等（平

成二十三年経済産業省告示第百二十六号。以下この項において「告示」

という。）第五条第一項第一号ア 

イ 告示第五条第一項第一号イ 

ウ 告示第五条第一項第二号ア（需要変動の率が十パーセント未満の需要

設備に係る部分に限る。） 

百分の四 

二 特定地球温暖化対策事業所のうち、その主たる需要設備が次に掲げる規

定に規定する需要設備で構成されるもの。ただし、ア及びオにあっては、

東京都が当該特定地球温暖化対策事業所に係る特定地球温暖化対策事業者

である場合を除く。 

ア 告示第五条第一項第一号エ 

イ 告示第五条第一項第一号キ 

ウ 告示第五条第一項第二号ア（需要変動の率が十パーセント以上十五パ

ーセント未満の需要設備に係る部分に限る。） 

エ 告示第五条第一項第二号エ 

オ 告示第五条第一項第二号オ 

カ 告示第五条第一項第二号カ 

百分の二 
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キ 告示第五条第一項第二号キ 

ク 告示第五条第一項第二号ク 

 

〔平成二十七年四月一日施行〕 

 

４ 条例第五条の十二に規定する規則で定める区分ごとに定める平成三十二年度から始まる

削減計画期間における削減義務率（以下「第三期削減義務率」という。）は、次の表の上

欄に掲げる事業所の種類に応じ、第一期該当事業所にあっては当該中欄に掲げる割合、平

成二十七年度以後に特定地球温暖化対策事業所に該当した事業所にあっては当該下欄に掲

げる割合とする。 

 

事業所の種類 割合一 割合二 

一 第一区分事業所 ㈠ 次に掲げる事業所 

ア 熱供給事業所 

イ 自己熱源事業所 

百分の二十七 百分の十七 

㈡ ㈠以外のもの 百分の二十五 百分の十五 

二 第二区分事業所 百分の二十五 百分の十五 

 

５ 前項の規定にかかわらず、第一期該当事業所のうち、主たる用途が病院その他の医療施

設で構成されるものの第三期削減義務率は、同項の表上欄に掲げる事業所の種類に応じた

当該中欄に掲げる割合から、百分の二を減じて得た割合とする。 

 

〔令和二年四月一日施行〕 
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第２章 定義 

 

 

本ガイドラインにおいて、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるとおりとす

る。 

 

(１) 特定地球温暖化対策事業所 条例第５条の７第９号に規定する特定地球温暖化対

策事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」再掲） 

(２) トップレベル事業所 規則第４条の 20 第３項第２号に規定する地球温暖化の対策

の推進の程度が極めて優れた事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」

再掲） 

(３) 準トップレベル事業所 規則第４条の 20 第３項第１号に規定する地球温暖化の対

策の推進の程度が特に優れた事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」

再掲） 

(４) トップレベル事業所等 トップレベル事業所及び準トップレベル事業所をいう。

（「認定基準 １目的等 （２）定義」再掲） 

(５) 認定申請事業所 条例第５条の 15 第１項に規定する申請を行う特定地球温暖化対

策事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」再掲） 

(６) エネルギー管理責任者 認定申請事業所において、事業所内の設備機器等の運用、

保守等を管理する責任者をいう。 
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第２部 優良特定地球温暖化対策事業所の認定 
 

第１章 優良特定地球温暖化対策事業所の認定申請と報告 

 

１ 優良特定地球温暖化対策事業所の仕組みの概要 
 

（１） 認定の申請と効果 

特定地球温暖化対策事業者は、当該特定地球温暖化対策事業所が地球温暖化の対策

の推進の程度が特に優れた事業所として東京都（以下「都」という。）が定める認定基

準に適合するときは、登録検証機関による検証の結果を添えて、優良特定地球温暖化

対策事業所の認定申請を行うことができる。 

なお、優良特定地球温暖化対策事業所には、特定地球温暖化対策事業所の地球温暖

化の対策の推進の程度に応じてトップレベル事業所又は準トップレベル事業所の区分

を設けており、それぞれの具体的な認定水準は、「認定基準２（１）トップレベル事業

所等の認定」に示している。 

特定地球温暖化対策事業所がトップレベル事業所又は準トップレベル事業所である

ことを都が認めたときは、当該特定地球温暖化対策事業所の削減義務率は、その年度

から当該年度が属する削減義務期間の終了年度※（第三計画期間にあっては令和6年度）

までの期間について、次の値に減少する。ただし、平成 28 年度から令和元年度までに

認定された事業所については、その年度（その期間内に再申請された場合、当初申請

時）から起算して５年度目※までの期間について、次の値に減少することができる。 

※（基準に適合しなくなったことを知事が認めた場合にあっては、その認めた日の属

する年度） 

・ トップレベル事業所に認定された場合  本則の率の１／２ 

・ 準トップレベル事業所に認定された場合 本則の率の３／４ 
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（２） 認定後の報告と認定の取消し 

トップレベル事業所等は、認定申請の翌年度から削減義務率を減少する期間の終了

年度まで、毎年度、認定基準に継続して適合していることを自ら評価し、都に報告す

る。 

都は、当該報告の内容を確認し、運用対策の取組状況など都が条例に定める認定基

準に適合しなくなったと認めるときは、認定を取り消すものとする。削減義務率の減

少は、取消しの通知の日の属する年度までとし、その翌年度からは本則どおりの削減

義務率になる。 

 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第五条の十五 

２ 特定地球温暖化対策事業所が前項の基準に適合することを知事が認めたときは、当

該特定地球温暖化対策事業所の削減義務率は、同項の基準に適合する期間のうち規則

で定める期間について、地球温暖化の対策の推進の程度に応じ、規則で定める値に減

少する。 

 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第四条の二十 

２ 条例第五条の十五第二項に規定する規則で定める期間は、同項の規定により知事が

認めた年度から当該年度の属する削減義務期間の終了する年度（条例第五条の十五第

一項の基準に適合しなくなったことを知事が認めた場合にあっては、その認めた日の

属する年度）までとする。 
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２ 認定申請事業所に適用する認定基準 
 

（１） 削減義務率の区分と適用する認定基準 

認定申請事業所は、原則として、都から事業所へ交付される基準排出量決定通知書

に削減義務率の区分として示される「第一区分事業所」又は「第二区分事業所」の別

に応じて、それぞれの区分ごとの認定基準を用いるものとする。 

基準排出量決定通知書は、都が、特定地球温暖化対策事業所からの基準排出量決定

申請書の提出に対して決定の通知を行うものであるが、この基準排出量決定申請の提

出期限は、削減義務期間の開始年度の９月末日に設定されている。 

優良特定地球温暖化対策事業所の申請の提出期限も、毎年度９月末日に設定されて

いるので、削減義務期間の開始年度において優良特定地球温暖化対策事業所の申請を

行う場合には、基準排出量決定通知書が未交付であって当該通知書で削減義務率の区

分を確認することができない可能性がある。 

そのため、削減義務期間の開始年度において優良特定地球温暖化対策事業所の申請

を行う場合には、特定地球温暖化対策事業所の指定を受けた後、都に相談を行い、基

準排出量決定通知書の交付前に削減義務率の区分を確認し、申請の手続を開始するこ

とができるものとする。 

 

（２） 認定基準の見直しと適用する認定基準 

認定基準は、省エネルギー技術の進展に合わせて見直しを行うものとしている。し

たがって、第三計画期間内にあっても必要に応じて見直される可能性がある。 

認定の申請に当たっては、原則として、申請年度の 4 月 1 日時点の認定基準及び本

ガイドラインを適用するものとする。 

認定後毎年度の基準適合状況の報告に当たっては、原則として、認定申請年度の４

月１日時点の認定基準及び本ガイドラインを適用し、自己評価等を行うこととする。

この場合の基準適合状況の報告における手続き等については、当該報告年度の４月１

日時点の本ガイドラインのうち申請に係る手続き等を示した第１部、第２部及び第４

部を適用することとする。 
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第２章 認定の申請 

 

１ 認定申請のフロー 
 

トップレベル事業所等の認定申請を行う年度の必要な手続き等について、次のフロー

図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 評価書等の内容を検証後に修正する場合は、再検証を行う。 

※２ 令和2年度に限り、準トップレベル事業所認定申請は、12月末日までとする。 

※３ 立入検査（条例第百五十二条の二の規定に基づくもの）は、必要に応じて実施する。 

 

図 2.1 認定申請のフロー図 

東京都（知事） 認定申請事業所 登録検証機関 

取組状況の確認 
（自己評価） 

検証 

・書類の確認 

・現地の確認等 

検証結果の報告 認定基準適合の確認 

認定の申請 

トップレベル審査 
委員会の意見聴取 

認定の決定 削減義務率の減少 

認定基準適合と判断 

依頼 
（４月以降） 

認定の審査 

申請 
（９月末日まで ※２） 

※３ 
（立入検査への対応） 

（現地確認への対応） 

事業所名称等 
の公表 

※１ 

通知 
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２ 認定申請の概要 
（１） 自己評価の対象と実施時期、地球温暖化対策推進状況評価書の作成 

認定申請事業所は、地球温暖化対策の推進の程度を把握し、認定基準に適合してい

るかどうかについて自らによる評価（以下「自己評価」という。）を行う。自己評価に

当たっては、本ガイドラインに則り、適用する認定基準の年度の地球温暖化対策推進

状況評価書（第１号様式）（以下「評価書」という。）及び地球温暖化対策推進状況に

係る調書（第２号様式）（以下「調書」という。）等を作成する。 

 

ア 評価の対象範囲、対象期間及び適用する評価書等 

自己評価の対象となる地球温暖化対策の推進の程度は、事業所内の全ての設備に対

して評価を行い、Ⅰ 一般管理事項のうち 3.1～3.2、3.4～3.7 及び 4.8 の評価項目及

びⅡ 建物及び設備性能に関する事項に関しては申請の前年度末時点の状況で、Ⅰ 

一般管理事項（3.1～3.2、3.4～3.7 及び 4.8 の評価項目を除く。）及びⅢ 事業所及び

設備の運用に関する事項については申請の前年度の年間を通した継続的な実績で評価

する。このことから、自己評価は、申請年度の４月以降に行うこととなる。自己評価

には、適用する認定基準の年度の地球温暖化対策推進状況評価ツールを用いて評価書

及び調書を作成しなければならない。 

 

イ 評価対象期間に変更があった場合の対応 

評価の対象期間に用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更があった場合であっ

ても、原則として、評価の対象範囲はアによるが、6 月 30 日以前に設備を導入し、そ

の後継続してⅢ 事業所及び設備の運用に関する事項の評価項目を実施している場合

は、年間を通した継続的な実績として評価してもよい。 

ただし、変更の程度が著しく、基準排出量の変更を伴う場合で、変更部分の竣工日

が申請年度の前年の７月１日以降のときは、認定申請時の評価の対象期間が短く、適

正に評価できない場合があるため、当該変更部分は評価に含めなくてもよいこととす

る。評価に含めない場合は、その内容を明確にし、認定申請時に届け出るものとする。

また、評価に含めなかった部分は、認定申請年度の翌年度の基準適合状況報告におい

て評価の対象とする。 

 

（２）検証 

認定申請事業所の地球温暖化対策の推進の程度の評価においては、公平性、網羅性、

正確性等を確保することが求められる。したがって、その評価結果の信頼性を担保す

るため、評価書が本ガイドラインに則って作成されているか、また、評価書の総合得

点が認定基準２（２）トップレベル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を満足して

いるかについて、認定申請事業所と利害関係のない登録検証機関による検証を受ける

必要がある。 

登録検証機関は、評価書の全ての評価項目に対して、地球温暖化対策推進状況に係
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る調書、根拠書類等による確認及び現地における確認を行い、誤りがないかを確認す

る。検証の際には、認定申請事業所は自己評価時に作成した地球温暖化対策推進状況

に係る調書等の書類の提出、現地の確認への対応等を行う必要がある。 

 

（３）トップレベル事業所等の認定申請 

認定申請事業所は、検証の結果、評価書の総合得点が認定基準２（２）トップレベ

ル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を満足しているときは、９月末日までに優良

特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書（規則第１号様式の 15）に、地球温

暖化対策推進状況評価書等を添えて申請を行う。ただし、令和 2 年度に限り、準トッ

プレベル事業所認定申請は、12 月末日までとする。 

また、条例第５条の１３第１項第３号に規定する、事業所区域の変更に伴い新たに

特定地球温暖化対策事業所として指定を受けた事業所が指定を受けた年度にトップレ

ベル事業所等の認定申請を行う場合は、事業所区域の変更が認められた日から起算し

て９０日以内に申請を行えばよい。 

なお、申請期間、申請方法等の詳細は、次に示す環境局のホームページに掲載して

いく。（都環境局のホームページ

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/index.html） 

 

（４）都による審査 

都は、認定申請事業所からトップレベル事業所等の認定申請があったとき、評価書

等の内容について審査を行う。審査に当たっては、必要に応じて、認定申請事業所へ

の立入検査（条例第百五十二条の二の規定に基づくもの）を実施する。 

 

（５）トップレベル審査委員会の意見聴取 

都は、トップレベル事業所等の認定を公正に行うために、省エネルギー分野の専門

家で構成された委員会（優良特定地球温暖化対策事業所の認定制度に係る審査委員会。

通称「トップレベル審査委員会」）を開催し、認定申請事業所の評価書等の内容が適正

であるかについて意見を聴く。 

 

（６）認定（認定拒否） 

都は、認定申請事業所が、認定基準２（１）トップレベル事業所等の認定に示され

る要件を全て満足していることを認め、又は認めないときは、認定申請事業所に対し

て優良特定地球温暖化対策事業所認定（認定拒否）通知書（規則第１号様式の 16）に

より通知する。 

 

（７）事業所名等の公表 

都は、トップレベル事業所等を認定したときは、透明性の確保のため、本ガイドラ

イン第４部の記載により、その事業所名称等を公表するものとする。 
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【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（立入検査） 

第百五十二条の二 知事は、この条例第二章の施行に必要な限度において、関係職員に、

第五条の七第六号の事業所、口座名義人若しくは登録検証機関の事務所、営業所その

他の場所に立ち入り、その場所において、又はその他必要な場所において、帳簿書類、

機械、設備その他の物件を検査し、又は関係人に対する指示若しくは指導を行わせる

ことができる。 

２ 前項の規定により立入検査等を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

３ 第一項の規定により立入検査等を行う職員のうち専ら当該事務に当たるものを、東

京都地球温暖化監察員と称するものとする。 

４ 第一項の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
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３ 登録検証機関による検証 

 

（１）検証の時期 

認定申請事業所は、評価書等の作成を申請年度の４月以降に開始し、９月末日まで

にトップレベル事業所等の認定申請を行わなければならない。したがって、検証は、

４月から９月までの期間に実施する必要がある。ただし、令和 2 年度に限り、準トッ

プレベル事業所認定申請に係る検証は、4月から12月までの間に実施することとなる。 

登録検証機関による検証は、認定申請事業所の規模、用途等によって検証に要する

時間が異なる。したがって、認定申請の提出期限に間に合うように、可能な限り早期

に検証を受けることが望ましい。 

なお、検証に当たって、必ず登録検証機関に提出するものは、次のとおりである。 

ア 地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所）（第１号様式） 

イ 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所）（第２号様式） 

ウ 認定申請事業所の概要が記載してある書類（パンフレット等） 

なお、ア及びイについては、書類に加え、電子データも提出するものとする。 

 

（２）登録検証機関への依頼 

認定申請事業所が行った地球温暖化対策の推進の程度に係る評価結果は、公平性、

網羅性、正確性等を確保することが求められる。したがって、その評価結果の信頼性

を担保するため、評価書が本ガイドラインに則って評価されているか、また、評価書

の総合得点が認定基準２（２）トップレベル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を

満足しているか等について、登録検証機関による検証を受ける必要がある。 

認定申請事業所は、当該認定申請事業所と著しい利害関係を有する登録検証機関に

は検証の依頼ができないことに留意した上で、登録検証機関の中から検証依頼先を選

択しなければならない。 

登録検証機関が検証業務を行うことのできない著しい利害関係を有する事業者とは、

規則第５条の 12 第２項第１号から第５号までに基づき、次に掲げる者である。 
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（総量削減義務と排出量取引制度における検証機関の登録申請ガイドラインより抜粋） 

・ その検証機関自身 

・ 検証機関の親株式会社 

・ 検証機関の株主（議決権保有割合で 3%以上の場合に限る。）又は出資者（出資金が全体

の 3%以上の場合に限る。）である事業者 

・ その役員又は使用人（検証業務を実施する過去 2年以内に役員又は使用人であった者を

含む。次の 2つの規定において同じ。）が検証機関の役員の 50％超を占めている事業者 

・ その役員又は使用人が検証機関の代表権を有する役員である事業者 

・ 検証機関が自然人である場合において、その者自身が役員又は使用人である事業者 

・ 検証機関の代表者が事業者の株主（議決権保有割合で 3%以上の場合に限る。）又は出資

者（出資金が全体で 3%以上の場合に限る。）である事業者 

・ 検証機関が、事業者と金銭消費貸借契約を締結している事業者 

・ 検証機関が、事業者から無償又は通常の取引価格より低い対価による事務所又は資金の

提供を受けている事業者 

・ 検証機関又は検証機関の会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める親会社若しくは子会

社が、事業者に対する次の業務を実施している、又は検証業務を実施する過去 3年以内

に次の業務を実施した事業者 

 エネルギーの販売 

 エネルギー利用に関する管理 

 エネルギー利用に関するコンサルティング 

 排出量取引 

 排出量取引の仲介 

 排出量取引に関するコンサルティング 

 その他温室効果ガスの削減に関するコンサルティング 

 エネルギー使用量の削減に関する設備の改修、設置に関する設計、工事、資金の提供又

は資金調達に関する助言 

 その他温室効果ガスの削減に関する設備の改修、設置に関する設計、工事、資金の提供

又は資金調達に関する助言 

  また、検証機関は、検証主任者に次に該当する事業者が設置している事業所に対する検証業

務（当該検証報告書に関する全ての意見表明を含む。）を担当させてはならない。 

・ 検証主任者が、事業者の役員若しくは使用人である、又は検証業務を実施する過去 1 年

以内に役員若しくは使用人であった事業者 

・ 検証主任者が役員である、又は検証業務を実施する過去 1 年以内に役員であった事業者

の関係会社 

・ 検証主任者がその事業者の親会社又は子会社の使用人である事業者 

・ 検証主任者が、株主（議決権保有割合で 3%以上の場合に限る。）又は出資者（出資金が

全体の 3%以上の場合に限る。）である事業者（相続又は遺贈により事業者の株式又は出

資を取得後 1年、経過しない場合を除く。） 
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・ 検証主任者が金銭消費貸借契約を締結している事業者（相続若しくは遺贈により事業者

の債権若しくは債務を取得後1年経過しない場合又は債権若しくは債務の額が100万円

未満である場合を除く。） 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（検証業務の実施等） 

第八条の十四  

４ 登録検証機関は、検証業務を実質的に支配している者その他の当該登録検証機関と

著しい利害関係を有する事業者として規則で定めるものが設置している事業所につ

いて、検証業務を行ってはならない。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（検証業務の実施方法） 

第五条の十二 

２ 条例第八条の十四第四項に規定する登録検証機関と著しい利害関係を有する事業

者として規則で定めるものは、次に掲げる者とする。 

一 当該登録検証機関 

二 当該登録検証機関が株式会社である場合における親株式会社（当該登録検証機関

を子会社とする株式会社をいう。） 

三 役員又は職員（検証業務を行う日の前二年間にそのいずれかであったものを含む。

次号において同じ。）が当該登録検証機関の役員に占める割合が二分の一を超え

る事業者 

四 役員又は職員のうちに当該登録検証機関（法人であるものを除く。）又は当該登

録検証機関の代表権を有する役員が含まれている事業者 

五 当該登録検証機関との取引関係その他の利害関係が検証業務に影響を及ぼすお

それがある事業者として知事が別に定めるもの 
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（３）検証の実施 

登録検証機関による検証は、次の点について、第三者の立場で確認するものである。 

① 認定申請事業所により行われた地球温暖化対策の取組状況の把握が、「優良特定

地球温暖化対策事業所の認定基準（第一区分事業所）」及び「本ガイドライン第

３部」に従っているか。 

② 建物概要、設備性能、エネルギー使用量等に関して、算定及び集計の結果が適

切であるか。 

検証は、「優良特定地球温暖化対策事業所の検証ガイドライン」に基づき、証拠とな

る書類の確認、設備又は各室に関する現地での確認、関係者へのヒアリングなどによ

って行われる。 

認定申請事業所においては、登録検証機関による検証を円滑に執り行うため、事前

に準備し、検証当日の登録検証機関からの要求には速やかに対応するものとする。 

図 2.2 に検証のフローを示す。 
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ア 評価書の不修正のフロー 

イ 再検証のフロー 

 

 

図 2.2 検証のフロー図 

 

 

修正箇所・内容の確認 検証の実施 

評価書の修正 

事業所 
（認定申請事業所） 

登録検証機関 

検証結果報告書の作成 認定基準適合の確認 

申請 

評価書等に不備・不明が

ある場合、修正の要求 

認定基準適合と判断 

評価書等に不備 
・不明がない場

合 

評価書の不修正 

検証機関の修正要求

に従わない場合 

検証機関の修正要求
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再検証 
評価書等の提出 

評価書の提出 
都と要協議 

適合 
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（４）評価書等に「不備あり」・「不明」があった場合の対応 

登録検証機関は、評価書等の内容と認定申請事業所の地球温暖化対策の取組状況の

程度について、整合していることを確認する。 

整合していない場合又は整合していることが確認できない場合には、その誤りにつ

いて、認定申請事業所に対し、評価書等を修正するよう求める。 

 

（５）再検証 

認定申請事業所は、修正の要求に対して、評価書の内容と認定申請事業所の地球温

暖化対策の取組状況の程度の整合を確認するための証拠書類を作成した上で、登録検

証機関に評価書等を再提出する。 

なお、認定申請事業所は、検証で修正を求められた箇所に限定して修正し、他の箇

所の修正は行わないものとする。 

また、登録検証機関に提出した評価書及び調書の修正箇所が多い場合、又は再検証

が認められない場合は、その評価項目の評価点が 0 点となる場合があるため、評価書

及び調書を作成する際は特に留意する。 

 

（６）検証結果の報告 

登録検証機関は、検証の結果として「検証結果報告書」及び「検証チェックリスト」

等を作成し、認定申請事業所に提出する。 

検証結果報告書は、検証機関が作成する認定申請事業所の総合的な検証結果を示し

た書類で、検証チェックリストは、基本情報及び各評価項目の取組状況の程度に対す

る検証結果を示した書類である。 

 

（７）評価書等の不修正 

認定申請事業所が登録検証機関からの修正の要求に応じなかった場合、登録検証機

関の検証結果には「不備あり」又は「不明」が残ることになり、「都との要協議事項」

として報告される。 

この場合、検証結果報告書の検証の結果は「東京都と要協議」となる。 
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４ 都への申請 

 

認定申請事業所は、都への申請に当たって次のものを提出する。 

（１） 優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書（規則第１号様式の 15） 

（２） 地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所）（第１号様式） 

（３） 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所）（第２号様式） 

（４） 検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（５） 検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（６） 検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの） 

（７） 検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本（登録検証機関が作成し

たもの） 

（８） 認定申請事業所のＣＯ２削減推進体制がわかる書類 

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

（９） その他都が必要と認める書類 

また、（２）、（３）、（４）、（５）及び（６）については、書類に加え、電子データも提

出するものとする。ただし、（２）及び（３）の電子データは検証を終了した最終のデー

タとする。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第五条の十五 特定地球温暖化対策事業者は、当該特定地球温暖化対策事業所が地球温

暖化の対策の推進の程度が特に優れた事業所として知事が別に定める基準に適合す

るときは、規則で定めるところにより、次条第二項の規定による検証の結果を添えて、

その旨を知事に申請することができる。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第四条の二十 条例第五条の十五第一項の規定による申請は、毎年度九月末日までに、

別記第一号様式の十五による優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書

に、知事が別に定める様式による評価書を添えて行わなければならない。 
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第３章 優良地球温暖化対策事業所の認定基準適合に関する報告 

 

１ 基準適合状況の報告 
 

(１) 報告の時期及び評価の対象期間 

特定地球温暖化対策事業所がトップレベル事業所又は準トップレベル事業所である

ことを都が認めたときは、当該特定地球温暖化対策事業所は、その年度の翌年度から

削減義務率を減少する期間の終了年度（第三計画期間にあっては令和６年度）までの

期間について、毎年度、条例第５条の 15 第１項の基準への適合状況について自己評価

し、６月末日までに報告するものとする。 

基準への適合状況の評価の対象期間は、Ⅰ 一般管理事項のうち 3.1～3.2、3.4～3.7

及び 4.8 の評価項目及びⅡ 建物及び設備性能に関する事項については報告の前年度

末時点の状況で、Ⅰ 一般管理事項及びⅢ 事業所及び設備の運用に関する事項につ

いては報告の前年度の年間を通した継続的な実績で評価する。ただし、６月 30 日以前

に設備を導入し、その後継続してⅢ 事業所及び設備の運用に関する事項の評価項目

を実施している場合は、年間を通した継続的な実績として評価してもよい。 

 

(２) 適用する認定基準 

原則として、認定申請年度の４月１日時点の認定基準及び本ガイドラインを適用し、

自己評価等を行うこととする。この場合の基準適合状況の報告における手続き等につ

いては、当該報告年度の４月１日時点の本ガイドラインのうち申請に係る手続き等を

示した第１部、第２部及び第４部を適用することとする。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第五条の十五 

２ 特定地球温暖化対策事業所が前項の基準に適合することを知事が認めたとき

は、当該特定地球温暖化対策事業所の削減義務率は、同項の基準に適合する期間のう

ち規則で定める期間について、地球温暖化の対策の推進の程度に応じ、規則で定める

値に減少する。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第四条の二十 

２ 条例第五条の十五第二項に規定する規則で定める期間は、同項の規定により知

事が認めた年度から当該年度の属する削減義務期間の終了する年度（条例第五条の十

五第一項の基準に適合しなくなったことを知事が認めた場合にあっては、その認めた

日の属する年度）までとする。 
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(３) 報告の内容 

優良特定地球温暖化対策事業所は、（１）の報告に当たっては、地球温暖化対策の推

進の程度を把握し、認定基準に適合しているかどうかについて自己評価を行い、評価

書等を作成し、東京都へ提出するものとする。 

なお、登録検証機関による検証の結果を添付する必要はない。 

各評価項目の取組状況の程度などに関して、前年度の評価書等の記載内容に変更が

ある場合は、変更部分について根拠書類を準備し、地球温暖化対策推進状況に係る調

書を作成した上で、評価書とともに提出する。 

優良特定地球温暖化対策事業所が報告をしない場合には、認定を取り消される。 

優良特定地球温暖化対策事業所は、報告に当たって次のものを提出する。 

ア 優良特定地球温暖化対策事業所適合状況報告書（第３号様式） 

イ 地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所）（第１号様式） 

ウ 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所）（第２号様式）（変更

部分のみ） 

エ 認定申請事業所のＣＯ２削減体制がわかる書類 

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

オ その他都が必要と認める書類 

なお、イ及びウについては、書類に加え、電子データも提出するものとする。 

図 2.3 に認定後の毎年度報告のフローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 立入検査（条例第百五十二条の二の規定に基づくもの）は、必要に応じて実施する。 

 

図 2.3 認定後の報告のフロー図 

 

東京都（知事） 優良特定地球温暖化対策 
事業所 

登録検証機関 

認定基準適合の報告 

提出 

（６月末日まで） 

自己評価 

確認 

基準適合の審査 

※１ 
（立入検査への対応） 

（毎年度） 

検証不要 
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(４) 総合得点に変動がある場合の対応と認定の取扱い 

（１）の報告に関し、優良特定地球温暖化対策事業所における総合得点の変動が軽

微であり、認定水準に変化がない場合には、トップレベル事業所又は準トップレベル

事業所としての認定が継続する。この場合においては、都から特段の通知はない。 

総合得点の変動が大きく、従前の認定結果を上回る場合又は下回る場合には、優良

特定地球温暖化対策事業所の認定について次のように取り扱うものとする。 

 

ア 総合得点が上がり、従前の認定結果を上回る場合 

追加的な地球温暖化対策の実施、事業所内の建物用途の変更等によるエネルギ

ー消費割合の変化などにより総合得点が上がった場合で、準トップレベル事業所

であった事業所がトップレベル事業所の認定基準に適合したときは、登録検証機

関による検証の結果を添えて、改めて９月末までにトップレベル事業所の認定申

請を行うことにより、トップレベル事業所の認定を受けることができる。認定の

申請に当たっては、新たにトップレベル事業所の認定申請を行う年度の４月 1 日

時点の認定基準及び本ガイドラインを適用するものとする。この場合においては、

当該年度における（２）の報告は不要とし、代わりにトップレベル事業所の認定

申請を行う予定である旨を届け出るものとする。 

 

イ 総合得点が下がり、従前の認定結果を下回る場合 

(ア) 取組の程度の低下がある場合 

地球温暖化対策の取組の程度の低下があり、かつ、総合得点が下がって、認定

基準に適合しなくなった場合には、都は認定の変更又は取消しを行うものとする。

当該認定の変更又は取消しは、原則として事業者から提出された報告書の内容を

基に行うが、当該報告書における地球温暖化対策の取組の程度に係る内容に虚偽

又は錯誤があった場合には、当該虚偽又は錯誤を都が修正することによって認定

の変更又は取消しを行うこともある。 

都は、トップレベル事業所から準トップレベル事業所への認定の変更を行う場

合にあっては優良特定地球温暖化対策事業所認定（認定拒否）通知書（規則第１

号様式の 16）により、優良特定地球温暖化対策事業所の認定の取消を行う場合に

あっては優良特定地球温暖化対策事業所認定取消通知書（規則第１号様式の 17）

により、通知する。 

また、認定の変更又は取消に当たっては、次の２に掲げる条件が付される。 

なお、取組の程度の低下とは、次に示す評価項目における取組状況の評価点の

合計値が、申請し、認定された年度の４月１日時点における当該合計値より減っ

ていることをいう。 

① 原則として、Ⅰ一般管理事項及びⅢ事業所及び設備の運用に関する事項の評

価項目 
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②事業所の建物及び設備性能に関する事項に大きな変化があった場合にあって

は、①に加え、Ⅱ事業所の建物及び設備性能に関する事項の評価項目。 

 

(イ) 取組の程度に向上がある場合又は変化がない場合 

取組の程度に向上がある場合又は変化がない場合（取組の程度の低下がない場

合をいう。）でも、エネルギー消費先比率の変化、事業所内の建物用途の変更等（基

準排出量の変更を伴わない場合に限る）によって、総合得点が下がることがある。 

この場合においては、認定の変更又は取消しは行わないものとし、トップレベ

ル事業所又は準トップレベル事業所としての認定が継続する。この場合において

は、都から特段の通知はない。 

図 2.4 に総合得点に変動がある場合の認定の継続等のフローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１ 準トップレベル事業所がトップレベル事業所の認定基準に適合した場合 

図 2.4 総合得点に変動がある場合の認定の取扱い 

 

(５) 事業所区域の変更に伴い新たに特定地球温暖化対策事業所として指定を受けた場

合の対応と認定の取扱 

優良特定地球温暖化対策事業所が、条例第５条の１３第１項第３号に規定する、事

業所区域の変更に伴い新たに特定地球温暖化対策事業所として指定を受けた事業所に

該当した場合は、トップレベル事業所等の認定は取消となる。この場合の基準適合状

況の報告は行わなくてよい。ただし、その場合は、６月末日までに事業所区域の変更

に関する申請を行う旨を届け出るものとする。事業所区域の変更が認められなかった

場合は、その日から起算して９０日以内に適合状況報告書を提出することで、トップ

レベル事業所等の認定は継続する。 

東京都（知事） 優良特定地球温暖化対策 
事業所 

登録検証機関 

認定基準適合の報告 審査 

認定の 
継続、変更 
又は取消し 

通知 
（認定の変更、 
取消の場合） 

自己評価 

検証 
※１ 

以降、認定申請

フローと同じ 

削減義務率減少の 
取消又は変更 

-24-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所） 

  

２ 認定の変更又は取消し後の特例措置 
 

都から認定の変更又は取消しを受けた事業所が、認定の変更又は取消しの通知があっ

た翌年度に取組の程度が認定時の取組の程度と変化がない状態に復元し、優良特定地球

温暖化対策事業所の認定基準に適合したと自ら判断したときは、その旨を申請すること

ができる。ただし、次のときは、事業者はこの申請を行うことはできない。 

（１）認定の変更又は取消しのときに事業者から報告書が提出されていなかったとき 

（２）認定の変更又は取消しのときに事業者から提出された報告書において地球温暖

化対策の取組の程度に係る内容に虚偽又は錯誤があった場合であって、当該虚偽又は錯

誤を都が修正することによって認定の変更又は取消しを行ったとき 

この申請を受け、都が、認定基準に適合することを認めたときは、当該変更又は取消

しは無効となる。この場合、削減義務率の減少は継続されることになる。 

なお、この申請においては、登録検証機関による検証を受ける必要はない。 

図 2.5 に申請のフローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 認定の変更又は取消しの通知があった翌年度を超えた場合 
 

 ※２ 認定の変更又は取消しの通知があった翌年度に申請した場合 

 

図 2.5 認定後の毎年度報告のフロー図 

認定の申請 審査 検証 
※２ ※１ 

以降、認定申請

フローと同じ 

削減義務率減少の 
変更又は取消し 

東京都（知事） 優良特定地球温暖化対策 
事業所 

登録検証機関 

認定の変更 
又は取消し 

申請時の取組状況に 

復元 

認定 
（復活） 

通知 
削減義務率の減少 

（ｘ－１）年 

ｘ年 

-25-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所） 

  

３ 認定申請年度以降に用途、規模、エネルギー供給等の状況に変更があった

ときの対応と取扱い 

 

（１） 用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が著しく、基準排出量の増加

の変更を伴う場合 

ア 認定申請継続の手続き 

優良特定地球温暖化対策事業所において、認定申請年度以降に、用途、規模、エネ

ルギー供給等の状況の変更が生じて、当該変更が条例第五条の十四の基準排出量の変

更の要件を満足する場合で、当該特定地球温暖化対策事業所が優良特定地球温暖化対

策事業所の認定基準に適合するとして、継続して認定を受けたいときは、当該年度の

基準適合状況報告は登録検証機関による検証の結果を添えて提出しなければならない。

ただし、状況の変更が、設備の変更又は熱供給事業所における熱供給先面積の変更の

場合この限りでない。また、当該特定地球温暖化対策事業所が検証を受ける範囲は、

当該状況の変更によって評価書、調書等に生じた変更部分のみを対象とする。この場

合の評価の対象期間及び適用する認定基準は、１（１）、（２）と同様とするが、報告

の時期は９月末日までに行うことでよいこととする。ただし、その場合は、６月末日

までにその旨を届け出るものとする。また、当該基準適合状況の報告においては、次

のものを提出する。 

（ア）優良特定地球温暖化対策事業所適合状況報告書（第３号様式） 

（イ）地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所）（第１号様式） 

（ウ）地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所）（第２号様式）（変更

部分のみ） 

（エ）検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（オ）検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（カ）検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの） 

（キ）検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本（登録検証機関が作成し

たもの） 

（ク）認定申請事業所のＣＯ２削減体制がわかる書類 

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

（ケ）その他都が必要と認める書類 

また、(イ)、(ウ)、(エ)、(オ)及び(カ)については、書類に加え、電子データも提

出するものとする。ただし、(イ)及び(ウ)の電子データは検証を終了した最終の電子

データとする。 

 

イ 評価の対象年度の７月１日以降に用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更が

あった場合の対応 

評価の対象年度の途中に用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更があった場合

で、当該変更部分の竣工日が７月１日以降のときは、評価の対象期間が短く、適正に

-26-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所） 

  

評価できないことがあるため、当該年度は変更部分を評価に含めずに基準適合状況報

告を行い、その翌年度の基準適合状況報告において評価の対象とすることができる。

変更部分を評価に含めない場合は、その内容を明確にし、当該年度の基準適合状況報

告と同時に届け出るものとする。この場合の評価の対象期間、適用する認定基準及び

報告の内容は、１（１）、（２）、（３）と同様とするが、提出物については、１（３）

ア～オに加えて用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更内容をまとめた書類を提

出する。 

 

（２） 用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が著しく、削減義務率の区分

の変更を伴う場合 

 

ア 認定申請継続の手続き 

優良特定地球温暖化対策事業所の規模等の状況の変更の程度が著しく、削減義務率

の区分に変化が生じることが見込まれる場合（他人から供給された熱の使用割合に係

る変更を除く。)には、規模等の状況の変更後、事業者は、都に相談して削減義務率の

区分について確認し、申請手続きを開始することができる。区分の変更後の特定地球

温暖化対策事業所が優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準に適合するとして、継

続して認定を受けたいときは、ウに定めるところにより、登録検証機関による検証の

結果を添えて、優良特定地球温暖化対策事業所の認定申請を新たに行わなければなら

ない。この場合においては、当該年度における１（２）の報告は不要とし、代わりに、

改めてトップレベル事業所等の認定申請を行う予定である旨を届け出るものとする。 

 

イ 認定基準の適用 

区分の変更後の申請の年度の４月１日時点の認定基準及び本ガイドラインを適用す

るものとする。 

 

ウ 区分の変更後の認定申請 

区分の変更後の優良特定地球温暖化対策事業所が、検証の結果、評価書の総合得点

が認定基準２（２）トップレベル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を満足してい

るときは、規模等の状況の変更があった日の属する年度の翌年度の９月末日までに優

良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書（規則第１号様式の 15）に、地球

温暖化対策推進状況評価書等を添えて申請を行う。申請に当たっての提出書類は、次

のとおりである。 

（ア）優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書 

（イ）地球温暖化対策推進状況評価書（第一区分事業所）（第１号様式） 

（ウ）地球温暖化対策推進状況に係る調書（第一区分事業所）（第２号様式） 

（エ）検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（オ）検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの） 
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（カ）検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの） 

（キ）検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本（登録検証機関が作成し

たもの） 

（ク）認定申請事業所のＣＯ２削減推進体制がわかる書類 

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

（ケ）その他都が必要と認める書類 

また、（イ）、（ウ）、（エ）、（オ）及び（カ）については、書類に加え、電子データも

提出するものとする。ただし、（イ）及び（ウ）の電子データは検証を終了した最終の

電子データとする。 

申請期間及び申請方法等の詳細は、次に示す環境局のホームページに掲載していく。 

（都環境局のホームページ

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/index.html） 

 

エ 評価の対象年度の７月１日以降に区分の変更があった場合の対応 

評価の対象年度の途中に区分の変更があった場合で、当該変更部分の竣工日が７月

１日以降のときは、評価の対象期間が短く、適正に評価できないことがあるため、当

該年度は変更部分を評価に含めずに基準適合状況報告を行い、その翌年度にウに定め

るところにより、登録検証機関による検証の結果を添えて、優良特定地球温暖化対策

事業所の認定申請を新たに行うことができる。変更部分を評価に含めない場合は、そ

の内容を明確にし、当該年度の基準適合状況報告と同時に届け出るものとする。この

場合の評価の対象期間、適用する認定基準及び報告の内容は、１（１）、（２）、（３）

と同様とするが、提出物については、１（３）ア～オに加えて用途、規模、エネルギ

ー供給等の状況の変更内容をまとめた書類を提出する。 

 

（３） その他の変更の場合 

用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が、軽微であり基準排出量の

変更を伴わない場合、基準排出量の減少変更の場合、又は基準排出量の増加変更の場

合で設備の変更又は熱供給事業所における熱供給先面積の変更の場合は、自己評価を

行い、１に定める報告をするものとする。この場合において、総合得点に変動がある

場合の対応と認定の取扱いは１（４）と同様に取り扱う。 
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【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（事業所の用途変更等による基準排出量の変更） 

第五条の十四 特定地球温暖化対策事業者は、当該特定地球温暖化対策事業所について、

特定地球温暖化対策事業所の用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が

著しいものとして規則で定める状況の変更があったときは、規則で定めるところによ

り、基準排出量の変更を知事に申請しなければならない。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（事業所の用途変更等による基準排出量の変更） 

第四条の十九 条例第五条の十四第一項に規定する規則で定める状況の変更のうち、熱

供給事業所以外の特定地球温暖化対策事業所における状況の変更は、次に掲げる変更

により特定温室効果ガス排出量が増加し、又は減少する量として知事が別に定める方

法により算定される量の合計が特定地球温暖化対策事業所の基準排出量の百分の六

以上となる変更とする。 

一 特定地球温暖化対策事業所の床面積の増加又は減少 

二 特定地球温暖化対策事業所の全部又は一部の用途が基準排出活動指標に定める

用途のうち異なる用途になる変更 

三 特定地球温暖化対策事業所における事業活動の量、種類又は性質を変更するため

の設備の増加又は減少 

２ 条例第十五条の十四第一項に規定する規則で定める状況の変更のうち、熱供給事業

所における状況の変更は、当該熱供給事業所の熱を供給する先の事業所の床面積（以

下この条において「熱供給先面積」という。）が増加し、又は減少した面積が、当該

特定地球温暖化対策事業所の知事が別に定める基準となる期間における熱供給先面

積の平均の百分の六以上となる変更とする。 
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第３部 地球温暖化対策推進状況評価書等の作成 
 

第１章 地球温暖化対策推進状況評価書等の概要と作成フロー 

 

１ 地球温暖化対策推進状況評価書等の全体像 

 

(１) 地球温暖化対策推進状況評価書等の構成 

地球温暖化対策推進状況評価書及び地球温暖化対策推進状況に係る調書を総称して、

地球温暖化対策推進状況評価書等という。 

地球温暖化対策推進状況評価書は、認定基準及び本ガイドラインに基づき、地球温

暖化対策推進状況評価ツール（以下「評価ツール」という。）を用いて作成するものと

し、第１号様式その１からその 15 までによる。 

地球温暖化対策推進状況に係る調書は、認定基準及び本ガイドラインに基づき、評

価ツールを用いて作成するものとし、第２号様式その１からその 13 までによる。 

 

(２) 複数のエネルギー管理責任者が存在する場合の地球温暖化対策推進状況評価書等の構成 

認定申請事業所に、複数のエネルギー管理責任者が存在し、評価項目の取組状況の

一括した把握が難しい場合であって、エネルギー管理責任者ごとのエネルギー管理区

分の範囲及びエネルギー管理区分ごとのエネルギー使用量が明確に区別できるときは、

次のように評価書及び調書を作成することができる。 

エネルギー管理責任者ごとに、その管理区分の範囲を一事業所とみなして、評価ツ

ールを使用して、第１号様式その１からその 15 まで及び第２号様式その１からその 13

までを作成する。 

エネルギー管理区分ごとの評価結果を、地球温暖化対策推進状況評価ツール（第一

区分事業所）【複数エネルギー管理責任者用】（以下、「評価ツール（複数管理者用）」

という。）を用いて集計し、第１号様式その 16 からその 22 までを作成する。 

この場合、評価書は第１号様式その 16 からその 22 までとエネルギー管理区分ごと

に作成した第１号様式その１からその 15 までとする。調書は、エネルギー管理区分ご

とに作成した第２号様式その１からその 13 までとする。 

表 3.1 認定申請事業所の作成する様式 

認定申請事業所 
評価書 

第１号様式 
その１からその 15 

評価書 
第１号様式 

その 16 からその 22 

調書 
第２号様式 

その１からその 13 
複数のエネルギー管理責任者

が存在しない場合 
認定申請事業所全体

で作成する。 
－ 

（作成する必要はない。） 
認定申請事業所全体

で作成する。 
複数のエネルギー管理責任者

が存在する場合 
エネルギー管理責任

者ごとに作成する。 
認定申請事業所全体

で作成する。 
エネルギー管理責任

者ごとに作成する。 

 

-30-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所） 

 

２ 地球温暖化対策推進状況評価書等の概要 

 

(１) 地球温暖化対策推進状況評価書の概要 

評価書は、次の構成となっている。なお、認定申請事業所に複数のエネルギー管理

責任者が存在する場合、エネルギー管理責任者はエネルギー管理区分ごとに第１号様

式その１からその 15 までを作成する。 

 

ア 第１号様式その１ 

認定申請事業所の概要、総合評価結果、要求事項別の評価結果を示す。 

 

イ 第１号様式その２ 

評価・検証の概要、認定申請事業所の概要、認定申請事業所の用途別床面積等を

示す。 

 

ウ 第１号様式その３からその６まで 

認定申請事業所における各評価項目の不合格の要件、評価点、重み係数、得点、

評価項目の区分ごとの得点集計を示す。 

 

エ 第１号様式その７ 

認定申請事業所において、評価に必要となる基本情報として、適用範囲補正係数

（設備機器等の適用範囲により各評価項目の省エネ率を補正するもの）の算出に使

用する数値、又は取組状況の程度を設定する際の分母となる数値を示す。 

 

オ 第１号様式その８からその 15 まで 

認定申請事業所の各評価項目に対する取組状況の程度を示す。 

 

カ 第１号様式その 16 

複数のエネルギー管理責任者が存在する認定申請事業所全体の概要、総合評価結

果、要求事項別の評価結果が示される。 

 

キ 第１号様式その 17 

複数のエネルギー管理責任者が存在する認定申請事業所全体の評価における評

価・検証の概要、事業所の概要、事業所の用途別床面積等が示される。 

 

ク 第１号様式その 18 からその 22 まで 

複数のエネルギー管理責任者が存在する認定申請事業所全体の評価におけるエネ
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ルギー管理責任者ごとに作成した評価書の評価結果（各評価項目の評価分類、不合

格の要件、得点）が示される。 

 

(２) 調書の概要 

調書は、評価書とともに都へ提出する書類であり、検証の対象となる。調書を作成

する目的は、次に示す通りである。 

・認定申請事業所全体の設備機器等の容量や台数等を把握する。 

・対象評価項目の取組状況の程度を把握する。 

・検証を円滑に行う。 

調書の種類は、表 3.2 の調書一覧表のとおりとし、原則として、認定申請事業所に

該当する設備が無い場合を除いて、必ず作成する必要がある。 

調書の作成が必要となる評価項目は、本ガイドライン別表第１に示す通りである。 

認定申請事業所に複数のエネルギー管理責任者が存在し、エネルギー管理責任者ご

とに評価書を作成している場合は、エネルギー管理責任者ごとが対象になる。 

調書は、第２号様式その１からその 12 までが設備機器等に関するもの、第２号様式

その 13 が空調設備に関するものの集計となっている。 

それぞれの調書は、第２号様式その 13 を除き、左側に基本情報、右側にⅡ．建物及

び設備性能に関する事項の取組状況の程度を記入するように構成されており、該当す

る基本情報の数値と各評価項目の取組状況が把握できるようになっている。 

調書を作成することで、第１号様式その７の基本情報となる数値や第１号様式その

８からその 15 の取組状況の程度が、自動的に反映される。 

 
表 3.2 調書一覧表 

様 式 分 類 
第２号様式その１ 熱源機器 
第２号様式その２ 冷却塔 
第２号様式その３ 空調用ポンプ 
第２号様式その４ 空調機 その１ 

第２号様式その５ 空調機 その２ 

第２号様式その６ パッケージ形空調機 

第２号様式その７ ファン 

第２号様式その８の１ 照明器具－標準入力 

第２号様式その８の２ 照明器具－簡易入力 

第２号様式その９ 変圧器 

第２号様式その 10 給水ポンプ 

第２号様式その 11 昇降機 

第２号様式その 12 冷凍・冷蔵設備 

○集計 

第２号様式その 13 空調設備集計 
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(３) 地球温暖化対策推進状況評価ツールの概要 

評価ツールは、認定申請事業所で評価書への入力が必要なシート（評価書入力用シ

ート）、評価結果が表示されるシート（評価結果確認用シート）、調書の作成に必要な

シート（調書作成用シート）の 19 シートから構成されている。 

評価書入力用シートは、メインシート、取組状況入力シートの２シートで、評価結

果確認用シートは、評価書シート、評価結果シート、基本情報シート、重み係数シー

ト、評価結果貼付用シートの５シートになっている。 

調書作成用シートは、設備機器に関する入力が必要なシートが 12 シートと空調設備

集計シートの計 13 シートになっている。 

図 3.1 に各シートの構成とその目的を示す。 

評価ツールは、Microsoft Excel 2003 で作成されている。 

なお、評価ツールの使用方法は、地球温暖化対策推進状況評価ツール（第一区分事

業所）の手引きに示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 評価ツールの各シートの構成と目的 

メイン 
シート 
第１号様式 
その２ 

基本情報 
シート 
第１号様式 
その７ 

取組状況入力 
シート 
第１号様式 

その８からその15 

重み係数 
シート 

評価書 
シート 
第１号様式 
その１ 

評価結果 
シート 
第１号様式 

その３からその６ 
評価結果貼付用 

シート 

（重み係数の決定） （評価点の決定） 

（重み係数の確認） 

（複数管理者用使用時） 
（評価結果の表示） 

評価書入力 
用シート 

評価結果 
確認用シート 

調書作成用 
シート 
第２号様式 

その１からその13 

（評価点・適用範囲補

正係数の決定） 

（基本情報・適用範囲

補正係数の表示） 

調書作成 
用シート 
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ア 評価書入力用シート 

(ア) メインシート（第１号様式その２） 

認定申請事業所の概要等を入力するシートである。 

 

(イ) 取組状況入力シート（第１号様式その８からその 15 まで） 

認定申請事業所における地球温暖化対策の取組状況の程度を入力するシートで

ある。認定申請事業所の対象となる評価項目について、取組状況の程度を選択す

るか、数値等を記入する。 

調書のある評価項目は、調書を作成することで、自動的に取組状況の程度が入

力される。 

 

イ 評価結果確認用シート 

(ア) 評価書シート（第１号様式その１） 

認定申請事業所の地球温暖化対策推進状況の評価結果を示すシートである。総

合得点及び必須要件によって、当該事業所が優良特定地球温暖化対策事業所（第

一区分事業所）の認定基準を満足しているかどうか確認できる。 

また、要求事項別の評価結果から、認定申請事業所において優れている点や、

今後重点的に取組むべき対策等が確認できる。 

 

(イ) 評価結果シート（第１号様式その３からその６まで） 

評価項目ごとの評価分類、評価点、重み係数、得点の確認が可能なシートであ

る。認定申請事業所において、地球温暖化対策に大きく貢献する対策（重み係数

が大きい評価項目）や各評価項目の得点が確認でき、その後の認定申請事業所に

おけるＣＯ２削減対策の計画に役立つ。 

 

(ウ) 基本情報シート（第１号様式その７） 

認定申請事業所の対象評価項目についての基本情報と適用範囲補正係数の確認

が可能なシートである。 

なお、調書を作成することで、自動的に数値が入力される。 
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(エ) 重み係数シート 

評価項目ごとの重み係数の内訳を示すシートである。重み係数を決定するため

に入力したメインシート及び調書作成用シートの適用範囲補正係数に関する入力

が正しいかどうか確認できる。 

なお、様式では無いため、提出は不要である。 

 

(オ) 評価結果貼付用シート 

１つの認定申請事業所に複数のエネルギー管理区分がある場合に使用する、地

球温暖化対策推進状況評価ツール（第一区分事業所）【複数エネルギー管理責任者

用】のためのシートである。認定申請事業所のエネルギー管理区分ごとに各評価

項目の評価分類、不合格の要件、最高得点が示される。 

なお、様式では無いため、提出は不要である。 

 

ウ 調書作成用シート 

(ア) 熱源機器シート（第２号様式その１） 

熱源機器の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されて

いる熱源機器を把握するためのシートである。 

 

(イ) 冷却塔シート（第２号様式その２） 

冷却塔の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されてい

る冷却塔を把握するためのシートである。 

 

(ウ) 空調用ポンプシート（第２号様式その３） 

空調用ポンプの仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施さ

れている空調用ポンプを把握するためのシートである。 

 

(エ) 空調機シート（第２号様式その４、その５） 

空調機（パッケージ形空調機を除く。）の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に

定められた対策が実施されている空調機を把握するためのシートである。 

 

(オ) パッケージ形空調機シート（第２号様式その６） 

パッケージ形空調機の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が

実施されているパッケージ形空調機を把握するためのシートである。 
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(カ) ファンシート（第２号様式その７） 

ファンの仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されてい

るファンを把握するためのシートである。 

 

(キ) 照明器具－標準入力シート（第２号様式その８の１） 

照明器具の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されて

いる照明器具を把握するための標準入力シートである。 

 

(ク) 照明器具－簡易入力シート（第２号様式その８の２） 

照明器具の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されて

いる照明器具を把握するための簡易入力シートである。 

 

(ケ) 変圧器シート（第２号様式その９） 

変圧器の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されてい

る変圧器を把握するためのシートである。 

 

(コ) 給水ポンプシート（第２号様式その 10） 

給水ポンプの仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施され

ている給水ポンプを把握するためのシートである。 

 

(サ) 昇降機シート（第２号様式その 11） 

エレベーター及びエスカレーターの仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定め

られた対策が実施されているエレベーター及びエスカレーターを把握するためのシ

ートである。 

 

(シ) 冷凍・冷蔵設備シート（第２号様式その 12） 

冷凍・冷蔵設備の仕様・台数等と、認定基準の評価項目に定められた対策が実施

されている冷凍・冷蔵設備を把握するためのシートである。 

 

(ス) 空調設備集計シート（第２号様式その 13） 

複数の空調設備にまたがる場合に集計を行うもので、空調用外気導入量や熱源容

量を把握するためのシートである。 

 

-36-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所） 

 

(４) 地球温暖化対策推進状況評価ツール【複数エネルギー管理責任者用】の概要 

評価ツール（複数管理者用）は、評価書入力用シートと評価結果確認用シートの３

枚のシートから構成されている。評価書入力用シートとして、複数管理者用メインシ

ート、複数管理者用評価結果シート、評価結果確認用シートとして、複数管理者用評

価書シートがある。 

評価ツール（複数管理者用）は、エネルギー管理区分ごとに作成した評価結果を集

計するためのものであり、評価ツールを使用して、エネルギー管理区分ごとの評価を

行った後に使用するものである。複数管理者用メインシートに認定申請事業所全体の

概要等を入力し、複数管理者用評価結果シートに、エネルギー管理区分ごとの評価ツ

ールの評価結果貼付用シートの内容を貼付けることで、認定申請事業所全体の評価結

果が示されるようになっている。 

評価ツール（複数管理者用）では、最大６つのエネルギー管理責任者までの対応が

可能である。 

図 3.2 に評価ツール（複数管理者用）の各シートの構成とその目的を示す。 

評価ツール（複数管理者用）も評価ツールと同様に、Microsoft Excel 2003 で作成

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 評価ツール（複数管理者用）の各シートの構成と目的 
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ア 評価書入力用シート 

(ア) 複数管理者用メインシート（第１号様式その 17） 

認定申請事業所の全体概要等を入力するシートである。 

 

(イ) 複数管理者用評価結果シート（第１号様式その 18 からその 22） 

エネルギー管理責任者ごとに作成した評価ツールの評価結果貼付用シートの内

容を値貼り付けするシートである。 

最大で６つの評価ツールの内容が貼付可能となっている。 

 

イ 評価結果確認用シート 

(ア) 複数管理者用評価書シート（第１号様式その 16） 

認定申請事業所全体の地球温暖化対策推進状況の評価結果を示すシートである。

総合得点及び必須要件によって、当該事業所が優良特定地球温暖化対策事業所（第

一区分事業所）の認定基準を満足しているかどうか確認できる。 

また、要求事項別の評価結果から、認定申請事業所において優れている点や、

今後重点的に取組むべき対策等が確認できる。 
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３ 地球温暖化対策推進状況評価書等の作成フロー 

 

評価書には、認定申請事業所における地球温暖化対策の推進の程度を評価する項目（以

下、「評価項目」という。）が設定されており、Ⅰ 一般管理事項、Ⅱ 建物及び設備性能

に関する事項、Ⅲ 事業所及び設備の運用に関する事項に分類されている。評価項目の内

容は非常に多岐に渡っているため、評価書の作成に当たっては、統括管理者や技術管理

者、エネルギー管理責任者等を評価書作成の責任者に定め、複数の関係者に協力を求め

るなど、組織的に対応することが望ましい。 

図 3.3 に評価書の作成フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ：地球温暖化対策推進状況評価書【複数エネルギー管理責任者用】を作

成する場合 

 

図 3.3 評価書等の作成フロー図 

 

（１） 必須項目の概略評価 

（２） 評価項目の選択 

（３） 根拠書類の準備 

（４） 評価ツールへの入力 

（５） 評価結果の確認 

（１）’ 事業所全体での確認 

（４）’ 評価ツール（複数管理者用）への入力 

（６） 提出書類の作成 
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（１）必須項目の概略評価 

評価書の作成には、かなりの時間と労力を要するため、最初に必須項目の概略評価

を行い、認定基準にあるトップレベル事業所等の必須要件を満足しているかどうかを

確認する。 

必須項目の取組状況の程度が、選択肢において最も低い取組状況である（概ね評価

点が０点の場合）数によっては、トップレベル事業所等の必須要件を満足しないため、

優良特定地球温暖化対策事業所の認定を受けることはできなくなる。 

 

(１)’ 認定申請事業所全体での確認 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、エネルギー管理責任者ごとに必須項

目の概略評価を行い、認定基準にある複数のエネルギー管理責任者が存在する場合の

トップレベル事業所等の必須要件を満足しているかどうかを確認する。 

 

（２）評価項目の選択 

（１）でトップレベル事業所等の必須要件を満足している場合、又は現状の把握の

ために評価を行う場合は、次に評価対象とする評価項目を選択する。 

評価書の作成においては、対象評価項目は根拠書類等を準備することが必要となり、

評価項目によっては、調書を作成する必要がある。 

そのため、あらかじめ対象評価項目を選択しておくことで、それ以外の評価項目に

ついて、根拠書類の準備や調書の作成の作業が不要となるため、評価書の作成作業の

軽減が図れる。 

 

(３) 根拠書類の準備 

調書の作成及び対象評価項目に関する根拠書類を準備する。 

 

(４) 評価ツールへの入力 

（３）の根拠書類に基づき、評価ツールを使用して、評価書及び調書を作成する。 

この時、評価ツールのメインシート、基本情報シートの適用範囲補正係数に影響の

ある調書の左側（基本情報）を先に入力し、重み係数を確認する。その後、取組状況

入力シート、調書の右側（取組状況の程度）を入力する。 

なお、調書のある評価項目（別表第１ 地球温暖化対策推進状況に係る調書等一覧

表参照）において、調書の入力を簡略化して、大まかな評価結果を確認したい場合は、

評価したい評価項目の調書の取組状況の程度の欄の割合が想定値となるようにダミー

で入力することで対応可能である。 

認定申請事業所に複数のエネルギー管理責任者が存在する場合、エネルギー管理区

分ごとに、根拠書類を準備し、根拠書類に基づき、調書を作成する。 
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(４)’評価ツール（複数管理者用）への入力 

評価ツール（複数管理者用）を使用して、評価書（複数管理者用）を作成する場合、

エネルギー管理責任者ごとに評価ツールを使用して評価書を作成し、それぞれの評価

結果貼付用シートの結果を評価ツール（複数管理者用）に値貼り付けとする。 

 

(５) 評価結果の確認 

評価ツールへの入力が終了すると、自動的に総合得点が評価書シートに示される。

認定申請事業所は、評価結果が認定基準を満足しているかどうかを確認する。 

 

(６) 提出書類の作成 

評価結果が認定基準を満足している場合は、登録検証機関へ検証を依頼する。認定

基準を満足していない場合でも、登録検証機関へ検証を依頼することは可能であるが、

検証を行った結果、認定申請事業所の総合得点が高くなる可能性は極めて低いことに

留意する。 

登録検証機関へ検証を依頼する際には、評価結果を評価書及び調書として取りまと

めて提出する。 

評価書は第１号様式その１からその 15 までを、調書は第２号様式その１からその 13

までをそれぞれ順番に取りまとめる。 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、評価書は、認定申請事業所全体で集

計した第１号様式その 16 からその 22 までを順番に綴じた後に、エネルギー管理責任

者ごとに作成した第１号様式その１からその 15 までを、評価 No.の順番で綴じて取り

まとめる。調書は、エネルギー管理責任者ごとに作成した第２号様式その１からその

13 を、評価 No.の順番で綴じて取りまとめる。 
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＜参考＞  ～必須項目の概略評価の方法～ 

 

必須項目の概略評価は、評価ツールの入力用シートであるメインシート、

取組状況シート、評価結果確認用シートである評価結果シートを使用して

行う。次にその手順について示す。 

  

手順１．評価項目ごとの評価分類を決定する。 

 必須項目のみを評価するために、評価項目ごとの評価分類を決定する。こ

れは次の方法で行う。 

 ①メインシートの施設用途の欄で、認定申請事業所の施設用途を選択する。 

 ②メインシートの竣工年月（西暦）の欄に、認定申請事業所の竣工年月を

入力する。 

 ③設備機器ごとの調書作成用シートにおいて、次の項目に設定されている

設置年度の欄に該当する設備の設置年度を入力する。 

Ⅱ．建物及び設備性能に関する事項 

3a.1 高効率熱源機器の導入      3a.2 高効率冷却塔の導入 

3a.3 高効率空調用ポンプの導入    3b.1 高効率空調機の導入 

3b.2 高効率パッケージ形空調機の導入 3b.3 高効率ファンの導入 

3c.5 高効率変圧器の導入       3d.1 高効率給水ポンプの導入 

 

手順２．必須項目ごとに評価を実施する。 

 取組状況シート評価項目の No.の欄の左側に「◎」の印がある項目について、

概略評価を実施する。この時の概略評価は、必要であれば根拠書類を準備し

て、調書を作成する。 

  

手順３．評価結果を確認する。 

必須項目である評価項目について、評価結果シートの不合格の要件の欄の

「×」の印の数が、認定基準にあるトップレベル事業所等の必須要件に満足

しているかどうかを確認する。 

 

● 複数のエネルギー管理責任者が存在する場合 

認定申請事業所において、評価ツール（複数管理者用）を用いて、評価を

実施する場合、エネルギー管理区分ごとに前頁の手順１から２を実施する。

手順３は、エネルギー管理区分ごとの評価結果をもとに、認定基準にあるト

ップレベル事業所等の必須要件に満足しているかどうかを確認する。 
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 ＜参考＞  トップレベル事業所等の必須要件（認定基準より抜粋）  

 

３ 評価項目及び総合得点算定方法 

（２）トップレベル事業所等の必須要件 

必須項目である評価項目について、それぞれ、次のとおり不合格要件を

定める。 

ア 「３ａ．１高効率熱源機器の導入」の不合格要件 

設置年度が平成７年度（1995 年度）より前又は平成 24 年度（2012

年度）より後の熱源機器を 1 台でも使用している場合であって、全て

の熱源機器の定格ＣＯＰ又はボイラー効率が、熱源機種に応じて別表

第２の表３．３又は表３．４の水準の欄に掲げる数値未満であること。 

イ 「３ｃ．１高効率照明器具の導入」の不合格要件 

評価点が０点であること又は対象となる主たる室用途ごとの最も消

費電力の大きい主たるランプの種類の水準について、別表第２の表７．

１の係数の欄に掲げる数値が 0.9 未満であること。 

ウ ア及びイ以外の評価項目の不合格要件 

当該評価項目の取組状況の程度が、別表第２の取組状況の程度の欄

に掲げる選択肢において最も低い取組状況であること。 

 

（４）複数のエネルギー管理責任者が存在する場合の総合得点の算定方法 

イ トップレベル事業所等の必須要件 

トップレベル事業所等の必須要件は、３（２）のとおり判断を行う

ものとするが、複数のエネルギー管理責任者が存在する場合には、次

に定めるところにより必須要件を満足しているかどうかを判断するも

のとする。 

必須項目である評価項目について、エネルギー管理責任者の中に不

合格要件に該当しない者が一人でもいる場合には、当該評価項目につ

いて、認定申請事業所としては不合格要件に該当しないものと判断す

る。 
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第２章 地球温暖化対策推進状況評価書等の作成方法 

 

１ 評価書・調書の作成上の留意点 

 

(１) 評価の対象範囲について 

評価の対象範囲は、事業所内の予備機を含む全ての設備であるが、次のアからエま

でに該当する場合については、それぞれアからエまでに規定した取扱いとする。 

 

ア 基準排出量の計算において除外された小規模原単位排出源の取扱いについて 

基準排出量の計算において除外された小規模原単位排出源は、評価対象外とする。 

 

イ 建物を複数持つ場合の評価対象について 

原則として、事業所全体を評価対象とするが、認定申請事業所の棟数が５棟以上で、

かつ延床面積の合計が 10 万㎡以上の場合は、延床面積が 2,000 ㎡未満の建物（変電所

やエネルギーセンターなどのエネルギー供給施設を除く。）に限り、当該事業所全体の

エネルギー消費量の 20％未満の範囲内で、評価対象から除外することができる。 

 

ウ 小型機器の取扱いについて 

単相電源のルームエアコン、単相電源又は電動機出力 0.75kW 未満のファンは、評価

対象から除外することができる。 

 

エ 防災設備等について 

通常時使用していない非常用発電設備及び防災設備は、評価対象外とする。 

 

オ テナント部分の評価対象について 

原則として、事業所内のテナント所有分の設備も評価対象に含めるものとする。 

ただし、主たる用途が事務所又はテナントビルの場合は、100 ㎡未満の店舗テナント

に限り、その合計が 2,000 ㎡未満の範囲内で、評価対象から除外することができる。（除

外する店舗を評価項目ごとに変更することはできない。） 

次の(ア)から(オ)までの設備（設備の分類は調書における分類による。）については、

それぞれ(ア)から(オ)までに規定した取扱いとする。 

なお、事務所テナント所有分、店舗テナント所有分とは、次のものとする。 

事務所テナント所有分とは、標準工事で空調設備を実装している場合において、認

定基準 別表第７で規定する事務所に該当する用途の専用の設備でテナントが所有し

ているものをいう。 

店舗テナント所有分とは、認定基準別表第７で規定する商業施設（物販）及び商業
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施設（飲食）に該当する用途の専用の設備でテナントが所有しているものをいう。 

 

(ア) 熱源機器、冷却塔、空調用ポンプ、空調機、パッケージ形空調機、ファンコイル

ユニット及びファン 

事務所テナント所有分は、評価の対象に含めなくてもよい。ただし、100 ㎡以上のサ

ーバー室等の情報通信施設に設置されたもの及び社員食堂等に利用されているものは、

評価の対象に含めるものとする。 

テナント所有で、かつ建物全体の総冷熱源容量の 5%に満たない熱源機器（関連する

冷却塔、空調用ポンプ、空調機、ファンコイルユニットを含む。）、パッケージ形空調

機は、その合計が 5%未満の範囲内で、評価対象から除外することができる。 

 

(イ) 衛生器具 

事務所テナント所有分及び店舗テナント所有分は、評価の対象に含めなくてもよい。 

 

(ウ) オフィス機器 

テナント、ビル管理者、清掃会社又は工事会社の使用分は評価の対象に含めない。

ただし、テナントが建築主又は総量削減義務の対象者となっている場合は、評価の対

象に含める。 

 

(エ) 自動販売機 

テナントの設置分は、評価の対象に含めなくてもよい。 

 

(オ) 冷凍・冷蔵設備 

事務所テナント所有分及び小規模な店舗テナント所有分（バックヤードを含んだ店

舗面積が 500 ㎡未満の店舗の専用の設備でテナントが所有しているもの）は、評価の

対象に含めなくてもよい。 

 

(２) 保守に関する評価項目に係る留意点 

保守に関する評価項目は、適切な頻度で実施されていることを評価するが、その頻

度については、ア又はイに規定した取扱いとする。 

 

ア 保守の実績がある場合 

保守の実績がある場合にあっては、申請の前年度末日（以下「末日」という。）以前

のうち末日に最も近い保守の実施日と末日の間隔と、末日において自己評価を行う事

業所で定められている保守の実施予定の間隔（以下「保守予定間隔」という。）とのう

ち、長い方の間隔により求められる保守の実施頻度とする。 
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イ 保守の実績がない場合 

保守の実績がない場合にあっては、末日と事業所の竣工日の間隔と保守予定間隔と

のうち、長い方の間隔により求められる保守の実施頻度とする。ただし、保守予定間

隔がない場合にあっては、保守の実施頻度は実施無しとする。 

 

 

＜参考＞  ～保守に関する評価項目の評価方法～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 評価ツール（複数管理者用）の使用に係る留意点 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合は、認定基準の条件（① 複数のエネル

ギー管理責任者が存在する場合、② 評価項目の取組状況の一括した把握が難しい場合、

③エネルギー管理責任者ごとのエネルギー管理区分の範囲及びエネルギー管理区分ご

とのエネルギー使用量が明確に区別できる場合）を全て満たしていることを必ず確認

する。なお、認定基準の条件を満たしている場合であっても、熱源・熱搬送設備又は

給水設備を共用しているときは、その共用している部分を分けて評価ツール（複数管

理者用）を使用することはできない。 

 

(４) その他の留意点 

Ⅰ 一般管理事項のうち 3.1～3.2、3.4～3.7 及び 4.8 の評価項目及びⅡ 建物及び設

備性能に関する事項において採用したシステム及び制御手法は、運用上も活用してい

る場合において評価する。 

 

竣工 申請前年度末

３年間 ５年間

保守実施

①：保守の実績を確認する

②：申請前年度末時点での文書化された保守予定周期を確認する

４年間

③：①と②を比較して、取組状況の判断を行う

①は５年間、②は４年間。したがって、取組状況は５年間に１回となる。

直近の周期ではないので、保
守の実績として採用できない

直近の周期であるこちらを
保守の実績として採用する

-46-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所） 

 

２ 評価書の作成方法 

 

評価書の作成方法、各項目の解説及び判断基準は、次の通りとする。 

 

(１) 第１号様式その２、その 17※（メインシート）※複数管理者用のみ 

ア 評価・検証の概要 

(ア) 認定申請年度・報告年度 

認定申請の場合、認定申請の欄に認定申請年度を西暦で記入する。 

報告の場合、認定申請の欄の選択肢から報告を選択し、報告年度を西暦で記入

する。また、報告に選択した際に、新たに右側に表示される認定申請の欄に認定

申請年度を西暦で記入する。 

 

(イ) 評価日 

評価日は、事業者自らの評価が完了した日とし、年月日を西暦で記入する。 

 

(ウ) 評価者 

評価者は、評価に対する責任者とし、会社名等、所属、氏名を記入する。 

 

(エ) 検証日 

検証日は、検証が終了した時に、登録検証機関より提出される検証結果報告書

の日付とし、年月日を西暦で記入する。 

 

(オ) 検証者 

検証者は、検証業務を依頼した登録検証機関及び検証主任者の会社名等、所属、

氏名を記入する。 

 

イ 事業所の概要 

(ア) 指定番号 

指定番号は、規則第４条の６に規定される第１号様式の４ 特定地球温暖化対

策事業所指定通知書（以下「指定通知書」という。）と同一の番号を記入する。 

 

(イ) 地球温暖化対策の事業者の氏名、事業所の名称、評価 No. 

地球温暖化対策の事業者の氏名及び事業所の名称は、指定通知書と同一のもの

を記入し、評価 No.は空欄のままとする。 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、エネルギー管理区分ごとに評価

No.を割り振り、第１号様式その２はエネルギー管理区分ごとの判別ができる氏名
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及び名称を記入し、評価 No.の欄の番号を選択する。第１号様式その 17 は指定通

知書と同一のものを記入する。 

 

(ウ) 主たる用途 

主たる用途は、事務所、テナントビル、商業施設、宿泊施設、教育施設、医療

施設、情報通信施設、文化施設、熱供給施設、物流施設又はその他の中から、認

定申請事業所全体の主たる用途を選択する。テナントビルとは、事務所を主体と

する賃貸ビルのことを言い、商業施設を主体とする賃貸ビルは商業施設を選択す

る。上記用途のいずれにも該当しない場合、その他を選択する。ただし、テナン

トビルで建物の全てのテナントが規則第４条の４第１項に該当し、第２項の届出

を行い、削減義務の対象となっている場合、事務所を選択する。 

この項目は、主たる用途による緩和措置等に関する判断に用いているため、必

ず選択する。評価ツール（複数管理者用）を使用する場合は、第１号様式その２

及びその 17 ともに同一の用途を選択する。 

 

(エ) 敷地面積 

敷地面積は、建築確認申請書又は計画通知書にある認定申請事業所全体の敷地

面積とし、特定地球温暖化対策事業所が別敷地の複数の建物で構成される場合、

それぞれの敷地面積の合計値を記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が熱供給施設の場合、空欄のままとする。 

 

(オ) 階数 

階数は、認定申請事業所全体の中の主たる建物又は最も階数の多い建物の地上

階数を記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が熱供給施設の場合、空欄のままとする。 

 

(カ) 基準排出量 

基準排出量は、規則第４条の 18 第３項に規定される第１号様式の 12 による基

準排出量決定通知書により都から通知された数値を記入する。ただし、優良特定

地球温暖化対策事業所の申請を行う事業所で、基準排出量が確定していない場合

には、申請を行った数値を記入する。 

 

(キ) 棟数 

棟数は、認定申請事業所全体の建築基準法に基づく棟数又は地上部分の主要な

建物の棟数のいずれかを記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が熱供給施設の場合、空欄のままとする。 
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(ク) 延床面積又は事業所の床面積 

延床面積又は事業所の床面積は、建築基準法に基づく認定申請事業所全体の総

延床面積（容積対象外部分も含む。）を記入する。建物内に別事業所となっている

熱供給施設又は電気事業用の発電所がある場合、延床面積からその部分の床面積

を除いた床面積を記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が熱供給施設の場合、供給対象延床面積とする。 

この項目は、前年度ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績の原単

位の算出に使用しているため、主たる用途が熱供給施設以外の認定申請事業所は、

必ず記入する。 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、エネルギー管理責任者ごとの評

価は、評価対象部分の床面積を記入する。認定申請事業所全体の集計を行う場合、

認定申請事業所全体の総延床面積を記入する。 

 

(ケ) 最も古い建物の竣工年月（西暦）、最も新しい建物の竣工年月（西暦） 

竣工年月は、認定申請事業所内に竣工年月が異なる複数の建物がある場合、最

も古い建物の竣工年月と最も新しい建物の竣工年月を西暦で記入する。また、複

数エネルギー管理責任者用を用いる場合も、認定申請事業所全体の中で最も古い

建物の竣工年月と最も新しい建物の竣工年月を西暦で記入する。なお、最も古い

建物の竣工年月は、古い順からの延床面積の累積値が、認定申請事業所全体の延

床面積の６％以上になる建物の竣工年月とする。最も新しい建物の竣工年月は、

新しい順からの延床面積の累積値が、認定申請事業所全体の延床面積の 50％以上

になる建物の竣工年月とする。また、１（１）イの取扱いにより、事業所内にあ

る建物を評価から除外する場合も含めないものとする。 

認定申請事業所内に竣工年月が異なる複数の建物がない場合、最も古い建物の

竣工年月の欄と最も新しい建物の竣工年月の欄は、同一の竣工年月を西暦で記入

する。 

また、仮使用の場合にあっては、最初の仮使用承認通知書発行日を当該建物の

竣工年月とすることができる。 

この項目は、竣工年度による緩和措置に関する判断に用いているため、必ず記

入する。 

認定申請事業所の主たる用途が熱供給施設の場合、最も古い建物の竣工年月の

欄と最も新しい建物の竣工年月の欄には、供給開始年月を記入する。 

 

(コ) 前年度ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績 

前年度ＣＯ２排出量実績は、排出量算定ガイドラインに基づき、前年度のエネル
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ギー使用量の実績値に排出係数を乗じて得た数値を記入する。 

前年度一次エネルギー消費量実績は、排出量算定ガイドラインに基づき、前年

度のエネルギー使用量の実績値に、単位発熱量又は一次エネルギー換算係数を乗

じて得た数値を記入する。 

複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、エネルギー管理責任者ごとの評価

は、評価対象部分の前年度ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績を

記入する。認定申請事業所全体の集計を行う場合、認定申請事業所全体の前年度

ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績を記入する。 

前年度一次エネルギー消費量実績は、適用範囲補正係数の算出、再生可能エネ

ルギー・未利用エネルギーシステムの年間依存率の算出に使用しているため、必

ず記入する。 

 

ウ 用途別床面積・用途別エネルギー消費比率 

(ア) 床面積 

床面積は、前年度末時点の各用途の廊下、便所等の共用部分を含んだ建築基準

法に基づく面積とし、複合用途の場合は全体共用面積を、駐車場を除いた各用途

の面積比で案分したものを、駐車場を除いた各用途の面積に加えた数値とする。 

原則として、床面積の合計の欄の数値が、延床面積又は事業所の床面積の欄の

数値と等しくなるように記入する。 

宿泊施設、教育施設、医療施設等に付属する事務室部分は、それぞれの用途に

含めた合計床面積を記入する。 

建物内に熱供給施設があり、別事業所となっている場合、その部分の床面積は

記入しない。また、認定申請事業所内に、同一事業所となっている地域冷暖房が

ある場合は、熱供給施設の欄は空欄とし、該当する地域冷暖房の床面積は全体共

用面積として、各用途に案分する。 

事務所、宿泊施設、教育施設、医療施設等で厨房がある場合、商業施設（飲食）

の欄に客席及び厨房の合計床面積（廊下等の共用部分を含む。）を記入する。この

項目は、厨房の評価に用いているため、必ず記入する。 

テナントビルのテナント部分又は自社ビル内の一部に情報通信施設がある場合、

情報通信施設の欄に情報通信施設の合計床面積（廊下等の共用部分を含む。）を記

入する。情報通信施設とは、電算センター、データセンター、管制施設の他、電

算室、サーバー室、コンピューター室、CPU 室、マシン室等で、サーバーラックや

電算機等（テナント設置分を含む。）を設置してある 100 ㎡以上の室を対象とする。

ただし、100 ㎡以上の室が無い場合であっても、複数の室を合計して 100 ㎡以上になるとき

は評価の対象とすることができる。なお、MDF 室、電話交換機室はこれに含まないものと

する。 
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駐車場（建築基準法に基づく床面積がある場合に限る。）がある場合、駐車場の

欄に駐車場の合計床面積を必ず記入する。この項目は、駐車場の評価に用いてい

るため、必ず記入する。 

評価ツール（複数管理者用）を用いる場合、第１号様式その２におけるエネル

ギー管理責任者ごとの評価は、評価対象部分の床面積を記入する。認定申請事業

所全体の集計を行う場合、エネルギー管理責任者ごとに割り振った番号を、第１

号様式その 17 の評価 No.の欄で選択し、評価対象部分の床面積を記入する。同一

用途がある場合は、用途名の欄で用途を選択して追加し、評価 No.の欄で番号を選

択する。 

 

(イ) 一次エネルギー消費量実績 ※複数管理者用のみ 

複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、エネルギー管理責任者ごとのエネ

ルギー消費量を得点の算出に使用しているため、第１号様式その 17 の一次エネル

ギー消費量実績の欄に必ず記入する。 

ただし、エネルギー管理区分ごとの用途別一次エネルギー消費量実績が不明な

場合は、エネルギー管理区分ごとの一次エネルギー消費量実績を、エネルギー管

理区分ごとに作成している評価書の用途別エネルギー消費比率で案分することで、

エネルギー管理区分ごとの用途別一次エネルギー消費量実績を推計する。 

 

エ エネルギー消費先比率 

認定申請事業所におけるエネルギー消費先区分（細目）ごとのエネルギー消費先

比率は、原則として、認定基準別表第７のエネルギー消費先区分の細目ごとの欄に

掲げる数値を用いるものとする。用途別床面積を入力すると、標準比率及び採用値

の欄には用途ごとの床面積と認定基準別表第７のエネルギー消費先区分の細目ごと

の欄に掲げる数値から計算された数値が自動的に入力されるので、認定申請事業所

におけるエネルギー消費先比率にはこの数値を採用する。 

計量設備により把握したエネルギー消費先区分（細目）ごとのエネルギー消費量

が認定申請事業所の全エネルギー消費量に対する割合の９０％以上のときは、計量

設備により把握した実測値、又は設備仕様及び実稼動条件に基づく推計値を用いる

ことができる。計量設備により把握した実測値を用いる場合、認定申請事業所の全

エネルギー消費量に対して実測値又は推計値（ただし、設備仕様及び実稼動条件に

基づく推計値に限る。）からエネルギー消費先区分ごとに数値を求め、一次エネルギ

ー実測値[GJ/年]の欄に入力する。一次エネルギー実測値及び採用値の比率の欄は、

認定申請事業所の全エネルギー消費量に対してエネルギー消費先区分ごとの一次エ

ネルギー実測値の比率を計算・入力し、認定申請事業所におけるエネルギー消費先

比率にはこの数値を採用する。 
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(２) 第１号様式その８からその 15（取組状況入力シート） 

各評価項目は、「第３章 各評価項目の解説」の取組状況の程度の選択又は記入に係

る判断基準に準じて評価する。 

黄色のセルは、選択肢のある評価項目で、選択肢の中から該当するものを選択し、

オレンジ色のセルは、直接記入が必要な部分で、文字又は数値を直接記入し、また、

白色のセルは、「第３章 各評価項目の解説」及び別表第１に示す調書のある評価項目

で、調書を作成することで、評価結果が自動的に反映される。 

認定基準にある居室とは、居住、執務、作業、集会、娯楽その他これらに類する目

的のために継続的に使用する室で、ホテル等のロビー・ホワイエも含むものとし、便

所等の一時的に使用される室、廊下、階段室、EV ホール、エントランス等の移動のた

めの空間、設備室、倉庫等通常人が使用しない室及び厨房は居室に該当しないものと

する。 

 

(３) 第１号様式その 18 からその 22（複数管理者用評価結果シート）※複数管理者用のみ 

複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、エネルギー管理責任者ごとの評価結果

を評価結果貼付用シートからコピーし、評価 No.の各欄に値の貼り付けを行うと、認定

申請事業所全体の評価結果が自動計算される。 
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３ 調書の作成方法 

 

調書は、検証の対象となるため、別表第１ 地球温暖化対策推進状況に係る調書等一

覧表の根拠書類の欄に示すような根拠書類に基づき、それらと調書との整合が確認でき

るように作成する。 

メーカー回答書を根拠書類とする場合は、その書類に日付、メーカー名、責任者の氏

名、部署名、連絡先、押印（認印を含む。）が必要となる。 

 

(１) 各調書に共通する事項 

評価に必要となる調書は、「第１章 ２(２)調書の概要」に示す通りで、それぞれの

調書に共通する作成方法は、次の通りとする。 

調書には評価対象となっている全ての設備機器について、取組状況の程度に関わら

ず記入する。 

調書の２重線左側部分の各欄は、設備機器の仕様や台数などの基本情報に関わるも

ので、（２）に準じて、文字又は数値を記入する。 

調書の２重線右側部分の各評価項目の欄は、Ⅱ．建物及び設備性能に関する事項の

評価項目に掲げられている省エネルギー対策（以下、「省エネ対策」という。）が示さ

れている。「第３章 各評価項目の解説」の取組状況の程度の選択又は記入に係る判断

基準に適合した省エネ対策が導入され、運用上も利用されている場合、「○」の印を選

択する。作成方法の詳細については、「第３章 各評価項目の解説」を参照する。 

なお、重複して評価できないものを重複して評価している場合や割合で評価するも

ので分母との関係が食い違っている場合など、調書の整合性に問題があるときは、原

則として、セルの色が赤色に変わるようになっている。赤色のセルがある場合は、記

入又は選択内容を再確認した上で、必要に応じて修正する。 

省エネ対策が導入されているが、運用上で利用されていない場合、「△」の印を選択

する。「△」の印の場合、評価対象とはならないが、機器仕様の把握を容易にすること

で、今後の運用対策や省エネ改修等の計画の立案に活用できることを目的としている。 

省エネ対策が導入又は実施されていない場合、空欄のままとする。 

なお、機器仕様が同一である場合は、１行にまとめて記入することが望ましい。 

 

(２) 設備機器等に関するもの 

ア 第２号様式その１（熱源機器） 

予備機を含む全ての冷温熱源機器の設置年度、機器記号、熱源容量及び台数を記

入し、熱源機種は次表の判断基準により、該当するものを選択する。なお、コージ

ェネレーション等に用いる排熱ボイラー、排ガス排温水投入型吸収冷温水機（温熱

源）及び給湯用の空気熱源ヒートポンプユニットは評価対象に含めない。 
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熱源機種の判断基準 

熱源機種 判断基準 

水冷チリングユニット 水冷チリングユニット、水冷チラー、水冷スクリュー冷凍機、水熱源スクリューヒートポ
ンプチラー、ブラインチラー、水熱源ヒートポンプユニット（冷熱源）、ヒーティングタワ
ーヒートポンプ（冷熱源）等、往復動圧縮機、スクリュー圧縮機、スクロール圧縮機に
よる水冷式冷凍機又は冷暖房切替式の水熱源ヒートポンプで、冷水（ブラインを含
む。）又は冷温水を製造するもの。 

空冷チリングユニット 空冷チリングユニット、空冷チラー、空冷スクリュー冷凍機等、往復動圧縮機、スクリ
ュー圧縮機、スクロール圧縮機による空冷式冷凍機で冷水（ブラインを含む。）を製
造するもの。 

空気熱源ヒートポンプユ
ニット 

空気熱源ヒートポンプユニット、空冷ヒートポンプ、空冷スクリューヒートポンプチラ
ー、氷蓄熱ユニット、水熱源ヒートポンプユニット（温熱源）、ヒーティングタワーヒート
ポンプ（温熱源）等、往復動圧縮機、スクリュー圧縮機、スクロール圧縮機による空
気熱源ヒートポンプで冷温水を製造するもの。 

熱回収ヒートポンプユニ
ット 

熱回収ヒートポンプユニット、熱回収チラー、冷温水同時取出型空冷ヒートポンプチ
ラー等、往復動圧縮機、スクリュー圧縮機、スクロール圧縮機によるヒートポンプ、又
は遠心圧縮機によるヒーティングタワーヒートポンプ（冷房、暖房及び熱回収運転が
可能なもの。）で、冷水と温水を同時に製造するもの。 

ターボ冷凍機 ターボ冷凍機、遠心冷凍機、インバータターボ冷凍機、小型ターボ冷凍機、蒸気タ
ービン駆動ターボ冷凍機等、遠心圧縮機による水冷式冷凍機で冷水を製造するも
の。 

ブラインターボ冷凍機 ターボ冷凍機、遠心冷凍機、インバータターボ冷凍機、小型ターボ冷凍機、蒸気タ
ービン駆動ターボ冷凍機等、遠心圧縮機による水冷式冷凍機で冷水（ブラインの場
合に限る。）を製造するもの。 

熱回収ターボ冷凍機 熱回収ターボ冷凍機、ダブルバンドルターボ冷凍機、ターボ冷凍機（温熱源）等、
遠心圧縮機による水熱源ヒートポンプで、冷水と温水を同時に製造するもの。 

蒸気吸収冷凍機 蒸気吸収冷凍機、蒸気二重効用吸収冷凍機、一重二重効用吸収冷凍機、排熱投
入型蒸気吸収冷凍機等、加熱源が蒸気の吸収冷凍機で冷水を製造するもの。 

温水吸収冷凍機 温水吸収冷凍機、低温水吸収冷凍機、温水単効用吸収冷凍機、排ガス排温水投
入型吸収冷温水機（冷熱源）等、加熱源が温水又は排ガスの吸収冷凍機で冷水を
製造するもの。 

直焚吸収冷温水機 直（ガス・油）焚吸収冷温水機、直焚二重効用吸収冷温水機、直焚三重効用吸収
冷温水機、ガス（油）冷温水発生機等、加熱源がガス又は油の吸収冷温水機で冷
温水を切換又は同時取出で製造するもの。 

排熱投入型直焚吸収冷
温水機 

排熱投入型直（ガス・油）焚吸収冷温水機、ジェネリンク、排熱投入型直焚二重効用
吸収冷温水機、排熱投入型ガス（油）冷温水発生機等、加熱源がコージェネレーシ
ョン等の排熱及びガス又は油の吸収冷温水機で冷温水を切換又は同時取出で製
造するもの。 

小型吸収冷温水機ユニ
ット 

小型吸収冷温水機ユニット、小型吸収冷温水機、パネル型吸収冷温水機、冷却塔
一体型吸収冷温水機等、加熱源がガス又は油の冷凍能力が単体で 281ｋＷ（80RT)
未満の吸収冷温水機又は GHP チラーで冷温水を製造するもの。 

蒸気ボイラー 鋼製ボイラー（炉筒煙管ボイラー、水管ボイラー等）、鋼製簡易ボイラー、小型貫流
ボイラー、鋳鉄製ボイラー（セクショナルボイラー等）、鋳鉄製簡易ボイラー等、燃料
の燃焼により蒸気または高温水を製造するもの。 

温水ボイラー 鋼製ボイラー、鋼製簡易ボイラー、小型貫流ボイラー、鋳鉄製ボイラー、鋳鉄製簡
易ボイラー、真空式温水発生機、無圧式温水発生機等、燃料の燃焼により温水を
製造するもの。 

 

最大供給能力対象の欄は、冷熱源、温熱源それぞれの建物全体の総熱源容量（地

域冷暖房受入を含む。）に算入する機器の場合、「○」の印を選択する。蓄熱システ

ムがある場合で、総熱源容量が熱源機器ではなく、放熱用熱交換器の交換熱量又は

放熱ポンプの流量と設計温度差から算出した熱量で決まっている場合、適用範囲補

正係数の算定のために、熱交換器又は放熱ポンプの仕様を記入する。ただし、熱交

換器、放熱ポンプは、高効率熱源機器の評価対象外とする。また、排ガス排温水投
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入型吸収冷温水機（温熱源）は熱交換器として取扱う。 

熱源容量は、定格冷凍能力又は定格加熱能力とし、温度条件は設計条件又は JIS

基準によるものとする。熱回収ヒートポンプユニット及び熱回収ターボ冷凍機は、

熱回収運転時の冷凍能力又は加熱能力、排熱投入型直焚吸収冷温水機は、排熱投入

時の冷凍能力とする。単位が指定されているため、別表第２ 単位換算表を用いて

指定の単位に換算する。 

地域冷暖房を受入れている場合、熱源機種は地域冷暖房受入を選択し、熱源容量

の欄に記入する数値は、冷水契約容量、蒸気契約容量、温水契約容量又は冷水受入

熱交換器、温水受入熱交換器の交換熱量を記入する。地域冷暖房受入の場合は、設

置年度は空欄のままとする。 

熱源機器又は地域冷暖房受入が無い場合は、空欄のままとする。 

 

イ 第２号様式その２（冷却塔） 

予備機を含む全ての冷却塔又は加熱塔の設置年度、機器記号、機器名称、冷却能

力又は加熱能力、電動機出力（凍結防止用ポンプを除く。）及び台数を記入し、水熱

源パッケージ形空調機用、白煙防止形、ファン単体の電動機出力 11kW 以上に該当

する場合、「○」の印を選択する。 

開放式冷却塔の場合、電動機出力の散水ポンプの欄は空欄のままとする。 

冷凍機と水熱源パッケージ形空調機で冷却塔を兼用している場合は、それぞれの

冷却能力で冷却塔の冷却能力、電動機出力を案分し、行を分けて記入する。 

なお、水熱源パッケージ形空調機の冷却能力は、水熱源パッケージ形空調機用冷

却塔の冷却能力を 1.3 で除することにより算出している。 

 

ウ 第２号様式その３（空調用ポンプ） 

予備機を含む全ての空調用ポンプの設置年度、機器記号、機器名称、電動機出力

及び台数を記入し、種別は、空調 2 次ポンプ、空調 1 次ポンプ又は冷却水ポンプの

いずれかに該当する場合、「○」の印を選択する。なお、種別の中のいずれにも該当

しない場合、種別の欄は空欄のままとする。 

空調用ポンプとは、冷却水ポンプ、冷水ポンプ、温水ポンプ、冷温水ポンプの他、

ブラインポンプ、放熱ポンプなど熱媒を循環するポンプ、ボイラー給水ポンプ、真

空ポンプ、還水ポンプなどとする。 

冷却水ポンプとは、冷凍機用、水熱源パッケージ形空調機用の他、その他の冷却

塔回りの冷却水ポンプとし、密閉式冷却塔の散水ポンプは含まない。 

空調 1 次ポンプとは、熱源機器用の補機及び熱交換器回りの冷水ポンプ、温水ポ

ンプ、冷温水ポンプの他、ブラインポンプ、放熱ポンプなど熱媒を循環するポンプ

とする。 
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空調 2 次ポンプとは、熱源群又は地域冷暖房受入施設から空調機などの二次側機

器に熱を搬送するための冷水ポンプ、温水ポンプ及び冷温水ポンプとし、同一系統

において空調 2 次ポンプ以降にこれらのポンプがある場合も含めるものとする。熱

供給施設の場合は、熱源機器及び熱交換器の 1 次ポンプを除くポンプで、熱供給施

設から需要家に熱を搬送するためのポンプとする。 

熱供給施設は、給排水・給湯設備の評価項目が除外となるため、給水ポンプがあ

る場合は、空調用ポンプに含めるものとする。 

 

エ 第２号様式その４（空調機） 

予備機を含む全てのユニット形空気調和機、コンパクト形空気調和機、システム

形空気調和機、全熱交換器、ファンコイルユニット及び放射冷暖房空調機器の設置

年度、機器記号、機器名称、送風量、外気導入量、冷却能力、加熱能力、ファン電

動機出力及び台数を記入し、使用用途（エレベーター機械室・電気室、24 時間空調

外気導入、厨房用外気導入又はファンコイルユニット）に該当する場合、「○」の印

を選択する。医療施設用外気導入のための設備を全て評価から除く場合は、使用用

途の医療施設用外気導入で「○」の印を選択する。なお、外気導入量や加熱能力な

ど該当しないものがある場合は空欄のままとする。 

機器名称は、使用用途が分かるように、系統名又は対象室等を必ず記入する。 

外気導入量は、外気冷房時の外気量及びＣＯ２濃度制御時の外気量ではなく、設計

外気量とし、外調機と空調機が直列に繋がっているようなシステムの場合は、空調

用外気導入量が重複しないように、どちらかの機器側のみで計上する。 

ファン電動機出力は、空調機に複数のファンを組み込んでいる場合、それらの合

計の電動機出力とする。ただし、ファンによって取組状況が異なる場合は、行を分

けて記入する。 

単相ファンコイルユニットのファン電動機出力は、空欄のままとする。また、Ⅱ

3b.14 ファンコイルユニットの比例制御の導入の取組状況の程度が同一の場合は、調

書への記入を簡略化して 1 行にまとめても良い。この場合、台数は 1 台とし、冷却

能力及び加熱能力は合計値を記入する。 

使用用途の内、外調機とは、送風量と外気導入量が同一の空調機とし、送風量と

外気導入量の数値によって自動的に判定される。 

24 時間空調外気導入とは、防災センターなど定常的に 24 時間空調している部分へ

の外気導入のことで、不定期に 24 時間空調する場合は該当しないものとする。 

医療施設用外気導入とは、病室、診察室、手術室など衛生上、外気導入量を絞る

ことが困難な室への外気導入を対象とする。 

複数の使用用途の外気取入が同一系統の空調機により行われている場合、その空

調機の使用用途は受持設計風量が大きい方とする。 
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排熱を利用したデシカント空調機は、仕様が異なるデシカント空調機ごとに２行

に分けて記入し、１行目は、通常の空調機と同様に設置年度、機器記号、機器名称、

送風量、外気導入量、冷却能力、加熱能力、ファン電動機出力、及び台数、２行目

は、機器名称と台数及び冷却能力の欄には再生用加熱器の加熱能力を記入する。 

 

オ 第２号様式その６（パッケージ形空調機） 

予備機を含む全ての空気熱源パッケージ形空気調和機、ガスエンジンヒートポン

プ式空気調和機、水熱源パッケージ形空気調和機の屋外機、熱源機又は室内機（圧

縮機のあるものに限る。）の設置年度、機器記号、機器名称、冷却能力、暖房能力、

外気導入量及び台数を記入し、種別（空気熱源、水熱源、電気式、ガスエンジンヒ

ートポンプ式、電算室用）、使用用途（24 時間空調外気導入又は厨房用外気導入）に

該当する場合、「○」の印を選択する。GHP+EHP 一体型空調システムの場合は、種

別の電気式、ガスエンジンヒートポンプ式の両方で「○」の印を選択する。医療施

設用外気導入のための設備を全て評価から除く場合は、使用用途の医療施設用外気

導入で「○」の印を選択する。なお、中温用など特殊条件のパッケージ形空気調和

機又は直膨形空気調和機の場合、電気式は空欄のままとする。 

電算室用パッケージ形空調機は、高顕熱(顕熱比（SHF）=0.9 以上)型の電気式冷房

専用機で、圧縮機がインバータ制御されているものとする。 

機器名称は、使用用途が分かるように、系統名又は対象室等を必ず記入する。 

冷却能力、暖房能力は、屋外機又は熱源機の JIS 基準の温度条件による定格値と

し、外気導入量は、同一系統にある室内機の外気導入量を合計した数値を記入する。 

なお、屋外機と室内機の能力等を分けることができない場合は、屋外機と室内機

を合計した数値で評価する。 

複数の使用用途の外気取入が同一系統の空調機により行われている場合、その空

調機の使用用途は受持設計風量が大きい方とする。 

直膨形空気調和機は、パッケージ形空気調和機として取り扱うが、空調機の評価

項目に該当する場合、第２号様式その４ 空調機にも併記して評価できる。 

 

カ 第２号様式その７（ファン） 

空調機に設置されているもの又は排煙機を除く、予備機を含む全ての給排気ファ

ンの設置年度、機器記号、機器名称、送風量、電動機出力及び台数を記入し、使用

用途（空調用外気導入、24 時間空調外気導入、厨房用外気導入又は自走式駐車場用）

に該当する場合、「○」の印を選択する。医療施設用外気導入のための設備を全て評

価から除く場合は、使用用途の医療施設用外気導入で「○」の印を選択する。なお、

24 時間空調外気導入に該当する場合は、空調用外気導入も「○」の印を選択する。 

機器名称は、使用用途が分かるように、系統名又は対象室等を必ず記入する。 

-57-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第一区分事業所） 

 

空調用外気導入とは、居室など人のために外気導入するものを対象とする。喫煙

室及び厨房等の排煙のための換気は該当しない。 

空調機と排気ファン、又は、給気ファンと排気ファンなどで、外気導入量が重複

しないように、どちらかの機器側のみで計上する。 

複数の使用用途の外気取入が同一系統のファンにより行われている場合、そのフ

ァンの使用用途は受持設計風量が大きい方とする。 

同一系統のファンにより異なる室が換気されている場合であって、室により取組

の程度が異なるときは、受持設計風量が大きい方で評価する。 

 

キ 第２号様式その８の１（照明器具－標準入力）、第２号様式その８の２（照明器具

－簡易入力） 

照明器具の調書は、第２号様式その８の１（照明器具－標準入力）、又は用途別の

標準床面積比率を用いる第２号様式その８の２（照明器具－簡易入力）のいずれか

を用いて作成する。第１号様式その１２の取組状況入力シート Ⅱ3c.1 高効率照明器

具の導入で、標準入力を用いる場合は、「標準入力」を、簡易入力を用いる場合は、「簡易入

力」を選択する。なお、第２号様式その８の２（照明器具－簡易入力）を用いる場合、

床面積に関する数値は、メインシートの用途別床面積から自動計算される。 

第２号様式その８の１（照明器具－標準入力）を用いる場合は、次表の判断基準

に則り、主たる室用途に掲げられている室に設置されている照明器具の器具番号、

室名称等、床面積を記入し、該当する主たる室用途を選択すると、主たる室用途ご

とに自動的に集計され、床面積、主たる室用途の床面積比率が自動計算される。な

お、熱供給施設等、全ての事務室に窓が無い場合に限り、主たる室用途は事務室（窓

無し）を選択する。 

事業所の用途に関係なく、主たる室用途がある場合は、評価の対象に含める。主

たる室用途及び床面積は、テナント部分まで含めることとし、その室用途が判断基

準で該当しない場合を除いて必ず選択及び記入する。基準階がある場合は、１フロ

アで算定した数値に対象フロア数を乗じたものとしてよい。駐車場床面積、貸室面

積、客室面積、病室面積、教室面積など予めその床面積が明確になっている場合は、

その床面積を活用する。 

照明器具は、器具の種類も多く、同じような場所でも微妙に異なる場合もあるこ

とから、ある程度簡略化して評価できるようにしている。調書の作成にあたっては、

必ず次表の内容を確認した上で、それに準じて作成する。なお、物販店舗等で照明

パターンが複数ある場合の消費電力は、最も床面積の大きいものの消費電力として

もよいとしており、その場合、床面積は主たる室用途の合計床面積を記入する。１

つの室又は主たる室用途の中に、照明器具の種類又はランプ種類が複数ある場合は、

必ず室ごと及び照明器具の種類ごとに行を分けて調書を作成する。 
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照明器具の器具番号、室名称等は、根拠書類との整合性を確認できるように記入

する。 

主たる用途に該当しない機械室、受水槽室、ポンプ室、電気室、映画館、美術館、

展望台等は、評価対象外とする。 

なお、主たる室用途と床面積は、屋内競技場、屋外競技場、及び屋外を除いて、

空調・換気設備、照明・電気設備など他の評価項目の分母となっているため、その

室用途が認定申請事業所に無い場合を除いて、漏れの無いように必ず記入する。 

 

 

主たる室用途と消費電力の判断基準 

用途 主たる室用途 判断基準 

共通 エントランス 
ホール 

エントランスホール、ロビー、アトリウム等、主たるエントランスホールとなる部分を対象と
し、複数ある場合は、その合計床面積を対象とする。 

廊下 基準階の廊下（EV ホールを含む。）等、主たる廊下の合計床面積を対象とする。商業
施設はバックヤードの主たる廊下の合計床面積を対象とする。 

便所 基準階の便所、客用便所等、主たる便所の男子便所及び女子便所（多目的便所は除
く。）の合計床面積を対象とする。照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も多
いタイプの消費電力としてもよいものとする。 

倉庫 主たる倉庫の合計床面積を対象とする。100 ㎡未満の小規模な倉庫は除くものとする。 

駐車場 自走式駐車場の合計床面積を対象とし、機械式駐車場は対象外とする。 

事務室※ 事務所の場合は基準階の事務室の合計床面積を対象とし、事務所以外の各用途に付
属する事務室の場合は、最も床面積の大きいものを対象とする。テナント工事等で仕様
が変更になっている場合は、変更前の標準仕様のものを対象としてもよい。なお、熱供
給施設の場合は、中央監視室を含む。 

会議室※ 大会議室、貸会議室等、まとまった会議室及び図書室の合計床面積を対象とし、事務
室内にある打合せ室や小規模な会議室は除くものとする。 

電算室 電算室、サーバー室、コンピューター室、CPU 室、マシン室等、テナント設置分も含め
た 100 ㎡以上のサーバーラックや電算機等を設置してある室の合計床面積を対象と
し、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も床面積の大きいものの消費電力
としてもよいものとする。電算室のための電気室や空調機械室等は対象外とする。 
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主たる室用途と消費電力の判断基準 

用途 主たる室用途 判断基準 

商業施設 物販店舗※ 物販店舗、百貨店、スーパー、量販店、専門店等の売り場部分の合計床面積を対象と
し、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も床面積の大きいものの消費電力と
してもよいものとする。テナント工事等で仕様が変更になっている場合は、テナントと協力
し、実際の仕様のものを対象とする。 

飲食店舗 
客席※ 

飲食店舗、レストラン、フードコート、ホテル直営のレストラン、学校・病院の食堂、社員食
堂等の客席部分を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も床面積の
大きいものの消費電力としてもよいものとする。テナント工事等で仕様が変更になってい
る場合は、テナントと協力し、実際の仕様のものを対象とする。 

飲食店舗厨房 飲食店舗、レストラン、フードコート、ホテル直営のレストラン、学校・病院の食堂、社員食
堂等の厨房部分の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電力
は、最も床面積の大きいものの消費電力としてもよいものとする。テナント工事等で仕様
が変更になっている場合は、テナントと協力し、実際の仕様のものを対象とする。 

店舗通路 モール等の通路部分の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電
力は、最も床面積の大きいものの消費電力としてもよいものとする。売り場と店舗通路の
区画が明確でない通路は物販店舗に含む。 

宿泊施設 ホテルロビー※ ホテルロビー、宴会場ロビー等、ホテル等のロビーの合計床面積を対象とする。エントラ
ンスホールを兼用する場合は、エントランスホールに含める。 

客室※ ホテル等の客室の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、
最も多い客室タイプの消費電力としてもよいものとする。 

客室廊下 客室階の廊下等、主たる客室廊下の合計床面積を対象とする。 

宴会場※ 大宴会場、小宴会場、結婚式場等、宴会場の合計床面積を対象とし、照明パターンが複
数ある場合の消費電力は、床面積の大きいものの消費電力としてもよいものとする。 

教育施設 教室※ 教室の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も多い教
室タイプの消費電力としてもよいものとする。 

大教室※ 定員 250 人以上の大教室の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消
費電力は、最も床面積の大きいものの消費電力としてもよいものとする。 

研究室※ 研究室の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も多い
研究室タイプの消費電力としてもよいものとする。 

体育館 体育館、講堂の合計床面積を対象とし、複数ある場合は、その合計床面積を対象とす
る。 

医療施設 病室※ 病室の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も多い病
室タイプの消費電力としてもよいものとする。 

診察室※ 診察室の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の消費電力は、最も多い
診察室タイプの消費電力としてもよいものとする。 

文化施設 会議場※ 会議場、国際会議場等、大規模な会議場の合計床面積を対象とし、照明パターンが複
数ある場合の消費電力は、最も床面積の大きいものの消費電力としてもよいものとする。 

ロビー・ 
ホワイエ※ 

博物館、劇場等のロビー、ホワイエを対象とし、複数ある場合はその合計床面積を対象と
する。 

楽屋※ 劇場、多目的ホール等の楽屋の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある場合の
消費電力は、最も多い楽屋タイプの消費電力としてもよいものとする。 

物流施設 物流倉庫 物流倉庫、冷凍・冷蔵倉庫、市場等の合計床面積を対象とし、照明パターンが複数ある
場合の消費電力は、最も床面積の大きいものの消費電力としてもよいものとする。 

その他 屋内競技場 屋内競技場、ドーム、アリーナ、体育館、武道館等の観覧席部分も含む合計床面積を対
象とする。 

屋外競技場 屋外競技場、競馬場、競艇場等の観覧席部分も含む合計面積を対象とする。 

屋外 外灯、ライトアップ等、屋外にある照明器具を対象とする。 

※主たる室用途の※印は主たる居室の対象を示す。 
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ク 第２号様式その９（変圧器） 

特別高圧及び高圧の変圧器（スコット変圧器を除く。）の設置年度、盤名称、用途、

定格容量及び台数を記入し、相及び電圧（１次側、２次側）は選択肢の中から該当

するものを、一次側電圧が 600V を超え 7,000V 以下の場合、「○」の印を選択する。 

 

ケ 第２号様式その 10（給水ポンプ） 

全ての加圧給水ポンプユニット及び揚水ポンプの設置年度、機器記号、機器名称、

電動機出力及び台数を記入し、種別（加圧給水ポンプユニット又は揚水ポンプ）に

該当する場合、「○」の印を選択する。 

給水ポンプとは、上水、雑用水、中水、冷却塔補給水、加湿補給水、井水などを

対象とする。 

 

コ 第２号様式その 11（昇降機） 

全てのエレベーター及びエスカレーターの号機名、電動機出力及び台数を記入し、

種別（エレベーター、エスカレーター）、エレベーターが複数台設置してある箇所に

該当する場合、「○」の印を選択する。 

電動機出力には、照明及び制御用電源は含まないものとする。 

エレベーターが複数台設置してある箇所とは、同一のエレベーターバンクで群管

理が可能なものを対象とする。 

 

サ 第２号様式その 12（冷凍・冷蔵設備） 

床面積が 1.6 ㎡以上の冷凍・冷蔵設備の室名称、機器記号、機器名称、圧縮機電

動機出力及び台数を記入し、冷凍設備の場合、「○」の印を選択する。 

ごみ用の冷蔵設備は、評価の対象に含めなくてもよい。 
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第３章 各評価項目の解説 

 

１ 各評価項目の解説の概要 

各評価項目の解説、取組状況の程度の判断基準は、次頁以降に示す通りで、原則とし

て、評価項目ごとに１から２頁で構成されている。 

評価分類、No、評価項目、評価内容、取組状況の程度・取組状況の評価点は、認定基

準と同一のものが記載してある。なお、評価分類の欄のカッコ内に掲げるものは、認定

申請事業所の竣工年度、用途、設備の設置年度等による緩和措置がある評価項目で、認

定基準 別表第１の緩和措置等の欄に掲げる条件を評価分類の下に記載してある。また、

取組状況の程度・取組状況の評価点が網掛けになっているものは、調書を作成すること

で自動的に評価結果が出る評価項目で、評価書では直接選択できないようになっている。 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準は、各評価項目の対象範囲及び取組状

況の程度の判断基準などを示したもので、評価書及び調書の作成にあたって、最も重要

となる部分である。認定申請事業所での取組状況が認定基準に適合しているか、必ず確

認して評価する。なお、その評価項目を評価するために、調書の作成が必要な場合は調

書の種類を、基本情報にある数値を分母として割合で評価する場合は基本情報の No.をタ

イトル行内に記載してある。検証チェック項目は、検証の際に、登録検証機関が各評価

項目の取組状況の程度を確認するためのチェックリストで、これを満足していない場合、

取組状況の程度を認めてもらえなくなる可能性もある。根拠書類等は、検証の際に、確

認する根拠書類の種類、現地確認がある評価項目は現地確認が有ることを記載してある。

なお、根拠書類の種類が複数記載してあるが、検証の際に取組状況の程度をいずれかの

書類で確認できれば、全ての書類を準備する必要はない。評価項目の概要と特徴は、各

評価項目のシステム、制御手法及び運用方法などを解説したもので、各評価項目とＣＯ２

削減との関連性についても解説している。 

 

 

２ 各評価項目の解説 

各評価項目の解説は、次頁以降に示す。なお、「及び」、「かつ」は、複数の項目の全て

を満たしている必要があるが、「又は」、「いずれか」、「あるいは」は、複数の項目の内で

ひとつでも満たしていればよい。また、「概ね」は、その数値の±10%までを誤差として

許容する。 

また、評価点が０点となる場合の記述は省略しているが、評価点が０点となる評価項

目も評価ツールでは、空欄のままとせずに、必ず評価点が０点となる選択肢を選択する。 

空調・換気設備、照明・電気設備などの評価項目の分母となっている主たる室用途、

主たる事務室などの判断基準は、３（２）キの主たる室用途と消費電力の判断基準の表

による。 
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第４部 優良特定地球温暖化対策事業所の公表 

第１章 優良特定地球温暖化対策事業所の公表 

１ 公表の概要

都は、認定申請事業所が、優良特定地球温暖化対策事業所に認定された場合、認定申

請事業所の事業所名称その他都が必要と認める事項を公表するものとする。 

２ 公表の時期

都は、優良特定地球温暖化対策事業所の認定を行った後、速やかに、認定申請事業所

の名称等について公表する。その内容は、次のサイトに掲載していく。 

（都環境局のホームページ

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/cat8317.html） 

公表の期間は、事業所が優良特定地球温暖化対策事業所として認定されている期間中

とする。

第２章 優良特定地球温暖化対策事業所の認定証の交付 

都は、認定申請事業所が、平成 28 年度以降に優良特定地球温暖化対策事業所に認定さ

れた場合、認定申請事業所に対して認定証を交付するものとする。また、平成 27 年度以

前に認定された優良特定地球温暖化対策事業所に対しては、申請に応じて、認定証を交

付するものとする。 
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